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第 1 章 序論 

1.1 研究の背景と目的 

我が国は国土面積の 2/3 が森林に覆われた世界有数の森林国であり，木材は古くか

ら建築材料として利活用されてきた。現在も森林資源の重要な利用用途は住宅を中

心とした建築用材であり，新設住宅着工戸数の約半分が木造であることからも，木

で作られた住宅に住みたいという意識は日本人の精神に強く根付いていると言えよ

う 1)。  

2002 年に国土交通省が策定した“長寿命木造住宅整備指針”2)は，木造住宅への国民

のニーズの高さ，および循環型社会形成の観点から，「一般的な人工林の再生サイク

ル以上に使い続けられるような木造住宅の整備を推進するため、木造住宅の物理的、

社会的な耐久性の向上に向けての配慮事項をとりまとめた」ものである。このよう

な背景のもと，2006 年 6 月に制定された“住生活基本法”では，「国民の豊かな住生活

の実現を図るため、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、そ

の基本理念、国等の責務、住生活基本計画の策定その他の基本となる事項」につい

て定められており，これを受けて 2009 年には「住宅を長期にわたり使用することに

より、住宅の解体や除去に伴う廃棄物の排出を抑制し、環境への負荷を低減すると

ともに、建替えに係る費用の削減によって国民の住宅に対する負担を軽減し、より

豊かで、より優しい暮らしへの転換を図ること」を目的とした「長期優良住宅普及

促進法」が施行され，一定の条件を満たす長寿命住宅について認定し，あわせて金

融・税制上の支援措置が講じられた。このように，今後は新規に建築される住宅だ

けでなく，既存の住宅についても十分な耐久性が求められ，安心・安全を担保でき

るような耐震診断や耐震補強・補修が必須となると考えられる。  

建築基準法によって定められている耐震性能は，過去の大きな災害を機に見直さ
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れ続けてきた。特に，1978 年に発生した宮城県沖地震（全壊 6,600 戸，死者 28 名）

3)の後に 1981 年に改正された基準法は新耐震基準とも呼ばれ，それまでの中地震に

「耐える」基準から，中地震に「損傷しない」ことに加えて「大地震に対して倒壊

しない」ことを明記しており，地震による建物の倒壊を防ぐだけではなく，建物内

の人間の安全を確保することに主眼がおかれている。一方，1995 年に発生した阪神

淡路大震災（全壊 106,000 戸，死者 6,300 名）4)では，倒壊した建物はいわゆる「古

い」住宅が多く，新耐震基準以降に建築された建物は倒壊した数が非常に少なかっ

たことから，新耐震基準の妥当性が明らかになったと考えられる。しかし， 2000 年

に改正された建築基準法では，筋かい端部や柱頭柱脚の仕口の仕様が指定されたと

ともに，従来は「釣り合いよく配置する」とされていた耐力壁の配置が具体的に規

定されるよう改正されたため，2000 年以前の建物はこれらの規定を満たさないもの

も多く 5)，単に新耐震基準以降に建築されたからといって耐震性能が確保されている

わけではない。いずれにしても，新耐震基準の制定から 30 年以上経過しており，経

年による劣化，蟻害，腐朽が生じている可能性があるため，1981 年以降の建築物で

あっても新築時の耐震性能が担保されているとは言えない 6)。  

一方，近い将来に大地震が発生する確率は非常に高い 7)ことから，2006 年 6 月に

施行された住生活基本法では，耐震化率を 2015 年までに 90%とする目標を設定し，

その後，5 年毎の見直しを踏まえて，2020 年までに 95%という目標を設定している。

「地震被害全体の軽減に も効果が高いのは，当然であるが，既存建物の耐震改修

である」8）との通り，耐震診断・耐震改修の実施が我が国の災害対策の中で 優先課

題であることは疑いない。  

耐震診断基準は，1977 年に鉄筋コンクリート造を対象としたものが作成され，そ

の後鉄骨造・木造についても指針が作成されている。木造住宅を対象とした耐震診

断基準 9)については，1985 年に初版が作られ，2012 年に発行された改訂版が 新版
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となる。特に木造住宅の耐震診断の場合は，鉄筋コンクリート造や鉄骨造と異なり，

蟻害や腐朽などの生物劣化に関する診断が重要な診断項目となる。しかし，上記

「耐震診断」で提案されている腐朽度の評価方法は，ドライバーの圧入抵抗を主観

的に 3 段階に分類するものであり，客観性に欠けていると言わざるを得ない。この

ため，これに代わる有効かつ簡便な腐朽診断方法に関する新たな技術開発が望まれ

ている。また，木材の腐朽と強度の関係が明らかになったとしても，一足飛びに建

物全体の耐震性能を判定することは困難である。建物を構成する柱や梁などの部材，

それらを繋ぐ柱頭柱脚や柱-梁などの接合部，部材と接合部から成る壁や床などの耐

力要素，そして耐力要素が組み合わさって建物全体が構成されていることを考える

と，木材自体の腐朽と強度の関係は，もっとも小さい要素レベルでのデータにしか

過ぎない。建物の耐震診断をより正確に行い，より有効に耐震補強を実施するため

には，接合部や構面においての腐朽と強度の関係についての研究が今後は必要とな

ると考えられる。  

このように，木造住宅の耐震診断，特に腐朽などの生物劣化診断については，ま

だまだ診断技術や診断データの蓄積が不足しており，かつその診断結果と建物の耐

震性能を適切に結びつける手法も確立されていないのが現状である。  

以上の観点から，本研究では，木造住宅を始めとする木質構造物の耐震安全性を

確保するために，生物劣化が生じた木造躯体の残存耐力を評価する手法について検

討した。  

本章では，まずこれまでの木材・木質材料の腐朽と強度に関わる研究および木質

構造物の耐力要素の評価に関する研究を概説し，次いで本論文の概要について説明

する。  
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1.2 既往の研究と本研究の位置付け 

【木材・木質材料の腐朽と強度】 

木材の腐朽と質量減少率について，海外では古くは飛行機の機体に使われている

木材を対象に，初期腐朽が木材強度に及ぼす影響について検討している 10)。その後，

質量減少率を指標として木材腐朽と強度低下の関係が多種多様な樹種と腐朽菌種を

対象に行われた 11-13) 

我が国の木材腐朽に関する研究は，建築学会の資料 14)によると，すでに明治 17 年

（1884 年）岡正が「木材防腐の研究」のテーマで腐朽・蟻害への対策を論じている。

その後，一般建築や古社寺の柱の腐朽や枕木，杭を対象とした研究が行われてきた

15-19)。  

上記の研究では小試験体を用いて強度試験を行い評価しているが，超音波 20,21)や

木ねじ 22）で評価する手法など，非破壊・微破壊的手法での評価手法に関する研究も

進められてきた。  

近年はピロディン（スイス Proceq 社製）に代表される鋼製ピンを打ち込む際の抵

抗力を指標とする測定装置が開発され，装置のコンパクトさと取り扱いの容易さに

よって広く使用されるようになった 23)。また打込み深さと貫入抵抗の関係を連続的

に測定するレジストグラフ 24)も，断面内の腐朽の分布を示すことができる手法とし

て注目されている。しかし，後述するように，実際に腐朽診断では，ドライバーを

刺した際の抵抗の大きさを人間の主観で評価する方法が採用され続けているなど，

客観的かつ簡便な評価手法が確率されたとは言いがたい。  

これらの腐朽度評価用測定機器の開発によって，近年は住宅用実大製材 25,26)や枠

組壁工法製材 27)，木橋部材 28,29)，屋外に設置された丸太材 30)など，構造用材として

の実大木材を対象として腐朽と強度の関係を明らかにする研究が数多く報告されて

いる  
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また木材素材だけでなく，木材を原料とする木質材料の腐朽抵抗性についての研

究も進められてきた。パーティクルボードや MDF を対象とした研究では，木材素材

との違いや接着剤の種類による耐久性の差異について検討されている 31-33)。また合

板についても保存処理や単板樹種の違いによる影響について報告されている 34,35)。  

【接合部の腐朽】  

一方，木質構造物の構造性能を論じるには，接合部の性能についての検討が必要

となるが，木質構造接合部と腐朽に関する研究は，木材自体での研究事例に比べる

と報告は少ない。具体的にはドリフトピン接合部 36,37)，柱－土台の実大接合部 38)，，

OSB の釘接合部 39)を対象として研究が行われている。なお生物劣化とは異なるが，

構造用木質面材料と木材との釘接合部の劣化促進試験方法についての検討 40,41)も報

告されている。  

【腐朽事例の調査と耐震診断】  

実際の木造住宅での腐朽による被害を調査した事例としては，ナミダタケによる

腐朽被害例 42)や住宅構法による腐朽被害の発生件数の違いに関する報告がなされて

いる 43)。また，実際に地震被害を受けた住宅を対象とした調査もいくつか行われて

おり，腐朽やシロアリによる被害が見られたことが報告されている 44,45)。また耐震

診断結果と被災度との関係 46)や，積雪地域での耐震診断と耐震改修による効果につ

いての研究 47)もなされている。  

【木質耐力構面の耐力評価手法】  

耐力壁や床など，面材料を釘打ちした構面の変形性状を評価する手法は，建築学

会の解説書 48)にもまとめられているが，釘のせん断すべりと面材のせん断変形は直

列関係にあると仮定し，両者を独立させた形での解析が行われてきた。古くは，矩

形の面材に 4 周釘打ちした耐力壁を対象として面材の回転方向を仮定したモデル

49,50)や力の釣合いにより面材の回転方向を決めるモデル 51,52)が提案されている。また
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我が国の枠組壁工法の設計用構造計算式では，実際のせん断耐力よりも低く算出さ

れる略算モデルが導かれている 53)。  

耐力構面を構成する接合部が腐朽した場合について実大壁の実験を行った事例は

報告されていないが，接合耐力の低下を考慮した面内せん断性能についてシミュ

レーション等によって検討した報告がいくつかなされている 39)。腐朽とは異なるが，

釘に錆が生じた場合の影響検証実験が報告されている 54,55)。  

【本論文の位置付け】  

これまで示したように，木材の生物劣化に関する研究の黎明期には，インフラ整

備を目的とした枕木や杭，電柱などの耐久性や保存処理に関するもの多く見られ，

その後は多種多様な木材腐朽菌および樹種を対象とした研究が進められたが，その

多くは小試験体を用いた腐朽と質量減少の関係を検討するにとどまっており，構造

用材として用いられることを考慮した材料強度や設計耐力に関する検討は多くない。

近年，ようやく実大材や木質構造物の接合部に着目した研究が報告され始めている

が，今のところそれらの多くは実験データの蓄積に過ぎず，特に接合耐力の低下の

メカニズムに言及したものはほとんど見られない。さらには，木材腐朽と耐力壁や

床構面などの構造要素の耐力低下とを関連付ける研究も事例に乏しい。  

本論文では，木材の腐朽，木質構造の接合部の腐朽が，構造躯体を構成する耐力

壁や床構面などの耐力要素の性能に及ぼす影響について検討し，木材・木質面材料

の生物劣化と木質構造物の耐震性能に関して研究した結果を取りまとめることとす

る。  

 

1.3 本研究の構成 

本論文の構成を次ページに示す。まず木質構造物を構成する部材である木材や木

質面材料を対象としての腐朽と強度の関係を明らかにし，その後，金物や木質面材
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料を用いた接合部を対象とし，次いで構造物の主要な耐力要素である耐力壁や床構

面などの耐力構面へと検討対象をスケールアップし， 終的には木造住宅を対象と

して，木質構造物の生物劣化と耐震性能に関する検討を行った。以下，各章の内容

について簡潔に示す。  

第 1 章では，研究の背景および目的を示すとともに，既往の研究と本研究の位置

付けを示した。  

第 2 章では，木材腐朽菌を用いて強制腐朽処理を行ったトドマツ材の腐朽度の評

価および強度試験を実施するとともに，鋼板を添え板とする釘打ち接合の一面せん

断試験を実施し，木材腐朽が釘接合部の強度性能に及ぼす影響について検討した。  

第 3 章では，構造用木質面材料のうち構造用合板と MDF（中質繊維板）を対象に，

木材腐朽菌を用いて強制腐朽処理を行い耐朽性を調べるとともに釘接合部のせん断

試験を実施し，腐朽が釘接合部の強度性能に及ぼす影響について検討を行った。  

第 4 章では，筋かい耐力壁および面材釘打ち構面を対象として，生物劣化が耐力

構面のせん断性能に及ぼす影響を検討した。筋かい壁についてはトラス構造として

解析し，面材釘打ち構面については従来の解析手法を用いて，その妥当性を実験で

検証するとともに，構面の一部が腐朽した場合にも適用可能となるよう解析方法の

拡張を試みた。  

第 5 章では，木質構造物を対象とし，2 階建て木造住宅のモデルプランを用いて，

建築基準法を満たすよう初期設計を行うとともに，生物劣化が生じた場合の残存耐

力を評価し，生物劣化が耐震性能に及ぼす影響について検討した。また長期優良住

宅のように予め耐震性能を高めて設計した住宅での生物劣化に対する優位性につい

て検証した。  

第 6 章では，本論文で得られた成果について総括するとともに，今後の検討課題

について整理した。  
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本論文の構成 

対象とする要素 
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MDF）の腐朽と強度 

鋼板を用いた釘接合部の

腐朽とせん断耐力 

面材を用いた釘接合部の

腐朽とせん断耐力 

筋かい耐力壁の腐朽と

面内せん断耐力 

面材釘打ち構面の腐朽と
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木造住宅の初期設計と生物劣化による耐力低下 
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耐力構面 

構造物 

長期優良住宅の耐震性能と生物劣化後の残存耐力 
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第 2 章 木材腐朽が釘接合部のせん断性能に及ぼす影響 

2.1 はじめに 

第 1 章で述べたように，近年は木造住宅の長寿命化が求められている 2)が，これを

実現するためには，初期の耐力設計に加えて経年後の構造安全性を担保するための

耐久設計が必要となる 56)。現在の住宅工法では，防湿措置や防腐処理材の使用など，

耐久性を考慮した工夫がなされているが，既存住宅ではそのような配慮が十分には

なされていないものが多いため，使用期間中に木材腐朽菌による生物劣化が生じる

可能性を考慮する必要がある。特に耐力要素に劣化が生じた場合には耐力が低下す

る可能性が高く，適切な耐震補強や耐震改修を行うためにも残存耐力を評価するこ

とが重要である 57,58)。既存住宅の大地震時の倒壊を防止するためには，初期剛性や

降伏耐力よりも終局耐力を把握することが重要であるが，その場合，なによりも接

合部の性能低下を把握することが必要となる。  

腐朽による劣化が生じた木材の強度に関しては，これまで曲げ強度 25,29,30,59,60)や圧

縮強度 61,62)，めり込み強度 26)などの材料強度についての研究が多く行われている。

一方接合部を対象としたものは，滝内ら 36)や澤田ら 37)がドリフトピン接合部の研究

を，また Kent ら 39)が OSB とベイマツの釘接合部の研究を行っているものの，設

計・診断用の資料が十分に整備されたとは言えないのが現状である。  

そこで本研究では，生物劣化が生じた木造躯体の残存耐力を評価することを目的

として，強制腐朽処理を行ったトドマツ材の縦圧縮試験および鋼板添え板釘打ち接

合の一面せん断試験を実施し，腐朽が釘接合部の強度性能に及ぼす影響を検討する

とともに終局耐力について検討した。  
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2.2 実験 

2.2.1 腐朽処理方法  

JIS K 157163)を参考に強制腐朽処理を行った。幅 30×長さ 30×深さ 10cm のプラス

チック容器内に作製したポテトデキストロース寒天培地に，褐色腐朽菌であるオオ

ウズラタケ（Fomitopsis palustris (Berk. & M.A. Curtis) Gilb. & Ryvarden）FFPRI 0507

株）を接種した。これらを 26℃で培養し，培地表面が菌叢に覆われたものを培養基

として用いた。培養基の上にエチレンオキサイドガスで滅菌したプラスチックネッ

トを敷き，その上にオートクレーブで滅菌した試験体を載せたのち，容器ごとポリ

エチレン袋で密閉し，26℃に設定した恒温室内に所定の期間静置した（Fig. 2.1～2.2）。

なお後述する縦圧縮試験用試験体では長さ方向の両端部 25mm を，同じく釘接合 1

面せん断試験用試験体では加力用ボルトを通す部分を布粘着テープおよびエポキシ

樹脂でマスキングした。  

 

 

 

 

 

Fig. 2.1 Inforced decay treatment 

（left:specimen for compression test, right:specimen for shearing test） 
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2.2.2 縦圧縮試験  

試験体はトドマツ(Abies sachalinensis)（平均密度 390kg/m3，平均含水率 9.0%）で

ある。断面 50×50×長さ 1000mm の角材から長さ 100mm の試験体を作製し，エンド

マッチさせた 3 体を 1 組として 12 組用意し

た。3 体のうち 1 体を 30 日間，もう 1 体を

60 日間腐朽させ，残る 1 体をコントロール

材とした。縦圧縮試験はテンシロン万能試験

機（(株)エー・アンド・デイ製）を用いて行

い，加力速度 0.5mm/分の単調加力方式とし

た。腐朽処理後の試験体は，培地から取り出

して表面に付着した菌糸およびマスキングを

除去した後，調湿することなく即座に試験に

供した。試験の様子を Fig. 2.3 に示す。  

Fig. 2.2 Procedure of decay treatment. 

Specimen for single shear joint test

190 190

Nail(CN50)

Steel Plate

5
0

50
Masked with epoxy resin

Control specimen

Cultural media
container

Specimen for compressive test

100 100 100

specimen
Control

5
0

50

Masked with epoxy resin

Fig. 2.3 Compressing test 
of decayed specimen. 
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2.2.3 釘接合 1 面せん断試験  

試験体は木材に鋼板を釘打ちした接合部モデルである。縦圧縮試験と同じ 50mm 角

のトドマツ材から長さ 190mm の主材を作製し，エンドマッチさせた 2 または 3 体の

うち 1 体をコントロール材，残りを腐朽処理材とした。強制腐朽処理期間は 30，60，

90，120，180 日間であり，試験体数は各条件 9～13 体とした。側材には厚さ 3.2mm

の帯金物（Z マーク表示金物）に径 3mm の先穴を加工した鋼板，釘は枠組壁工法用

の釘 CN50（径 2.87，長さ 50mm）を使用した。主材の端距離は 50mm とし，主材と

側材の間には摩擦力の影響を除外するため厚さ約 0.6mm のギャップができるようス

ペーサーを挿入して釘打ちした。腐朽処理する

際には試験体の鋼板側が培地に接触するように

設置した。  

釘接合部のせん断試験はテンシロン万能試験

機を用いて標準的な方法 64)に則って行った。

釘のすべり量は試験体に取り付けたひずみゲー

ジ式変位変換器によって測定した。加力方法は

正負交番繰り返し加力であり，繰り返し設定変

位は 0.25，0.5，0.75，1.0，2.0，4.0mm，各 3

回とした。加力速度は 2mm/分とし，すべり量

が 30mm を超えるかあるいは 大荷重の 80%

以下に荷重が低下するまで加力を続けた。なお

腐朽処理後の試験体は，培地から取り出して表

面に付着した菌糸およびマスキングを除去した

後，調湿することなく試験に供した。試験の様

子を Fig. 2.4 に示す。  

Fig. 2.4 Shearing test of 
nailed timber joint with a 
steel plate. 



 

 

 

15 

 

 

2.2.4 腐朽度の評価  

各強度試験終了後に，ピロディン（スイス

Proceq 社製，ピン直径 2.5mm， 大打込み深

さ 40mm）（Fig. 2.5）による鋼製ピンの衝撃打

込み深さを測定した。縦圧縮試験体での打込み

位置は 4 面のそれぞれ中央部分 1 か所とした。

一方，釘せん断試験体では，試験終了後に鋼板

を取り外し，釘位置付近のうち鋼板で覆われていた部分および外側それぞれ 4 か所，

計 8 か所で測定した（Fig. 2.6）。なおコントロール材については，鋼板の内側のみに

ついて 4 か所とした。各試験体につき全ての測定値を平均したものをピロディン打

込み深さとした。また縦圧縮試験体および釘せん断試験体ともに，ピロディン打込

み深さ測定部周辺から全断面を含むよう採取した切片を絶乾処理し，エンドマッチ

させたコントロール材の絶乾重量に対する腐朽処理材の絶乾重量の比を質量減少率

として算出した。  

 

 

Steel Plate

Nail

Measurement of mass lossmass loss
Measurement of

specimen
Wood

5
0

50

Unit:mm
25 10 2025

Specimen for compressive test Specimen for single shear joint test

pin penetration
Positions of pilodyn

pin penetration
Positions of pilodyn

Fig. 2.6 Measurement of pilodyn pin penetration resistance and mass 
loss. 

Fig. 2.5 Pilodyn. 
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2.3 結果と考察 

2.3.1 縦圧縮強度  

質量減少率は処理期間の増加に伴い比例的に増加している（Fig. 2.7）が，縦圧縮

強度はそれよりも急速に低下する傾向があり，コントロール材に対する強度比は処

理期間 60 日では 0.31，120 日で約 0.15 であった（Fig. 2.8）。また，質量減少率ある

いはピロディン打込み深さと縦圧縮強度との間には，Fig. 2.9～2.10 に示すように指

数関数的な関係が認められた。特に質量減少率との関係はばらつきが小さく，褐色

腐朽菌による典型的な強度低下の傾向 65)が認められた。ただし，阿部 61)は褐色腐朽

菌であるナミダタケ（Serpula lacrymans）によって腐朽させた針葉樹材の縦圧縮試験

を行った結果，樹種によって強度減少率が大きく異なることを示している。した

がって，ここで示した腐朽度と強度との関係を異なる樹種や腐朽菌を用いた場合に

も適用できるかどうかについては今後検討が必要である。  

 

0 30 60 90 120
−10

0

10

20

30

40

50

60

Period of decay （days）

M
as

s 
lo

ss
 (

%
)

average

Fig. 2.7 Relationship between period of decay and mass loss. 
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Fig. 2.8  Relationship between period of decay and compressive 
strength. 

Fig. 2.9 Relationship between mass loss and compressive strength. 
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2.3.2 釘接合 1 面せん断性能  

木口面をマスキングせずに腐朽処理したため，同じ処理期間で質量減少率を比較

すると縦圧縮試験のものよりも値はやや大きいが，処理期間に比例して質量減少率

が増加している傾向は同様である（Fig. 2.11）。しかし釘せん断 大耐力との関係は，

Fig. 2.12 に示すようにコントロール材に対する比が処理期間 60 日で 0.74，120 日で

0.44，180 日で 0.35 となり，縦圧縮強度の場合よりもゆるやかに低下していく傾向を

示した。  

試験終了後の様子を Fig. 2.13 に示す。破壊形態は，コントロール材および処理期

間 30 日，60 日のものは釘頭の破断であったが，90 日のものでは半数が釘の引き抜

けとなり，120 日以降のものはすべて釘の引き抜けであった。120 日以降のものの中

では，主材に割れが発生して木口まで達したものも存在したが，これは 大耐力に

達したのちの大変形後に発生していた。  

Fig. 2.10 Relationship between depth of pilodyn pin penetration and 
compressive strength. 
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Fig. 2.12 Relationship between period of decay and maximum shear 
resistance of nailed timber joint with a steel plate. 
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Fig. 2.11 Relationship between period of decay and mass loss. 
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荷重とすべり量の関係を Fig. 2.14 に示す。処理期間が 60 日以下の場合は釘の破断

と同時に荷重が急激に低下しているのに対して，120 日以上では 大耐力に達した後

も荷重が急落せず変形が進行していった。これは，腐朽によって木材の支圧強度が

低下し，釘が大きく曲げ変形することなく全体的に木材にめり込んでいくために塑

性ヒンジの形成が遅れたことに加えて，釘の引き抜き抵抗力も低下したために釘の

破断に至るほど荷重が上昇しなかったためと考えられる。なお腐朽材では初期の急

激な立ち上がりが認められるが，これは 0.6mm のギャップを鋼板と木材との間に設

けたにもかかわらず吸湿による膨潤と菌糸の蔓延によって鋼板と木材との間に摩擦

作用が発生した影響と考えられる。また，腐朽処理によって鋼板と釘には錆が生じ

ていたが，強度低下に至るような断面欠損は発生していなかった。  

 

 

control 30 days 60 days 

90 days 120 days 180 days 

Fig. 2.13 Failure appearance of nailed joints. 
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大耐力と質量減少率との関係を Fig. 2.15 に示す。一般には褐色腐朽菌による腐

朽が生じた場合，質量減少率がわずかであっても曲げ強度は大きく低下する 65)が，

釘せん断 大耐力に関してはそれよりもゆるやかに減少する傾向が認められた。こ

れは，釘せん断性能が木材の支圧（めり込み）性能と釘の曲げ性能の両方によって

決まるためである。同様な傾向は 大耐力とピロディン打込み深さとの関係におい

ても認められた（Fig. 2.16）。 

釘接合部のせん断試験終了後に釘打ち部で切断した断面と対応するコントロール

材の同様な位置での断面の写真を Fig. 2.17 に示す。腐朽の進行に伴い，断面形状が

ゆがんでいくとともに，寸法も小さくなっているのが確認できる。 

 

 

 

Fig. 2.14 Typical load-slip curves of nailed timber joint with a steel 
plate decayed for several periods. 
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Fig. 2.15 Relationship between mass loss and maximum shear resistance 
of nailed timber joint with a steel plate. 
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Fig. 2.16 Relationship between depth of pilodyn pin penetration and 
maximum shear resistance of nailed timber joint with a steel plate. 
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2.3.3 木材腐朽後の終局耐力の評価  

劣化の生じた既存木造住宅の耐震性能を考える場合，まずなによりも，大地震時

の倒壊防止に対する検討が重要となる。そのため接合部についても，終局耐力を適

切に評価する必要があると考えられる。そこで，現行の木質構造設計規準 66)に則り，

ヨーロッパ型降伏理論（EYT）に基づいて釘接合の降伏せん断耐力および終局せん断

耐力を求めるとともに，実験結果との比較を行った。  

EYT による降伏耐力算定式は，釘径，釘長，釘強度および木材の支圧強度をパラ

メータとしており，このうち木材の支圧強度は丸鋼のめり込み試験による値を用い

るのがもっとも適当であると考えられる。一方，澤田らはトドマツ等を用いた丸鋼

による面圧試験を行った結果，支圧強度は縦圧縮強度に比例し，その比例定数は丸

鋼の径による大きな差はなく平均 0.898 であったと報告している 67)。そこで本研究で

は，縦圧縮試験結果をもとにピロディン打込み深さから縦圧縮強度を推定し，さら

に上記比例定数を乗ずることによって支圧強度を決定した。ピロディン打込み深さ

と縦圧縮強度との関係を Fig. 2.10 に示したように指数関数で回帰させた場合，ピロ

180 days 120 days 90 days 60 days 

Fig. 2.17 Cross section of nailed joint 

Note: Upper: matched control specimen, Lower: decayed specimen 
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ディン打込み深さから支圧強度を推定する式は以下のようになる。  

e 4363 p
.                      … 2.1  

ここで，  

 Fe：支圧強度（N/mm2）  

 dp：ピロディン打込み深さ（mm）  

 k：縦圧縮強度と支圧強度との比例定数 67)（ここでは 0.898）  

(2.1)式により，任意のピロディン打込み深さに対応する支圧強度を求め，これを用

いて鋼板添え板釘接合の降伏せん断耐力 py を EYT 算定式から計算し，さらにこの py

に終局強度比 ru（釘の場合は 1.2）を乗じることによって終局せん断耐力 pu を算出し

た 66)。EYT による降伏せん断耐力 Py は以下の式から計算される。 

∙ ∙ ∙                         … 2.2  

ここで， 

 C：接合形式とその破壊形式等によって定まる接合形式係数  

 Fe：木材の基準支圧強度（N/mm2） 

 d：釘径（mm） 

 l：有効長さ（mm） 

係数 C については，釘径や有効長さおよび釘と木材との強度比によって決定される。鋼板

添え板釘打ち接合の場合の破壊形式は，一般には Fig. 2.18 に示すようにモードⅣ（鋼板内

と主材側の両方で釘の曲げ降伏）になるが，本研究での釘の仕様を代入した結果，支圧強度

が低下した場合にはモードⅢ（鋼板内で曲げ降伏し主材内でめり込み）になる可能性もあるた

め，両モードについて計算した。各モードでの C を求める式は以下の通りである。 

モード III ： 2
2
3

1                              … （2.3） 
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モード IV ： 
2
3

                        … 2.4  

一方，実験値から終局せん断耐力を求めるためには，一般的には 2 直線近似や 5%

オフセット法， 大耐力の 10%，40%および 90%点を用いた完全弾塑性モデル化によ

る評価 66)を行うが，腐朽材においては先に述べた急激な立ち上がりのためにこれら

の方法による評価は困難であった。そこで，腐朽材では荷重の急激な低下が生じて

いないという実験結果をふまえて，腐朽材の終局せん断耐力は実験から得られた

大耐力の下限値に相当するとみなすこととした。  

 

 

ピロディン打込み深さと EYT 式で推定した終局せん断耐力との関係曲線を，実験

値と併せて Fig. 2.19 に示す。両者を比較した結果，推定値は概ね実験値の下限値に

相当するような傾向が認められたが，健全材ではやや過小評価となるのに対して，

腐朽材では推定値を下回った実験データも存在した。本研究では腐朽材の評価を主

たる目的とすることから，低減係数を乗じて安全側に評価することが望ましいと考

えられる。そこで腐朽材を対象として破壊形式がモードⅣの場合の推定曲線が実験

値の信頼水準 75%の 5%下限値に相当するようノンパラメトリック法で検討した結果，

0.895 という低減係数が得られた。したがって，実用上は余裕をみて 0.8 程度の低減

係数を設定することによって，腐朽材の耐久設計用終局耐力を EYT に基づき評価す

ることが可能であると考えられる。  

Mode Ⅲ Mode Ⅳ

Fig. 2.18  Yield mode of nailed 
timber joint with steel side plate. 
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なお鋼板添え板釘打ち接合の破壊形式は一般にはモードⅣ（鋼板内と主材側の両

方で釘の曲げ降伏）になる 66)が，本研究での釘の仕様を代入した結果，支圧強度が

7N/mm2 を下回る場合（ピロディン打込み深さが 27mm 以上の場合）はモードⅢ（鋼

板内で曲げ降伏し主材内でめり込み）になると試算された（Fig. 2.17）。さらに，一

般的な Z マーク金物を用いた接合部について試算した結果，厚さ 2.3mm の金物に

ZN65 釘を打ち付けた場合はピロディン打込み深さが 34mm を超えるとモードⅢへ移

行し，厚さ 3.2mm の金物に ZN90 釘の場合は同 40mm で移行すると計算された。こ

のようにピロディン打込み深さが非常に大きくならないとモードⅢには移行せず，

またモードⅢに変化してもモードⅣとの耐力の差はそれほど大きくないことから，

腐朽材においても設計規準に示されたモードⅣで算定しても大過ないと考えられる。  

以上のことから，腐朽が生じた鋼板添え板釘打ち接合部の終局せん断耐力は，ピ

ロディン打込み深さから推定される支圧強度を用いて，設計規準に示された算定式

に基づいて計算することによって評価することが可能であると考えられる。 
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Legend : 
      ：Ultimate shear resistance of nailed timber joint with a steel plate 
estimated by EYT mode IV. 
   : Ultimate shear resistance estimated by EYT mode III. 
    : Lower limit of ultimate shear resistance estimated by EYT mode IV. 

Fig. 2.19 Relationship between depth of pilodyn pin penetration and 
maximum shear resistance of nailed timber joint with a steel plate. 
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2.4. 小括 

第 2 章では，木材腐朽菌のうち代表的な褐色腐朽菌であるオオウズラタケを用い

て実験室で強制的に腐朽させたトドマツ材の縦圧縮試験を実施し，腐朽期間や質量

減少率と木材強度との関係を検討した。その結果，腐朽期間が長くなるに従って縦

圧縮強度は低下し，また質量減少率が数％であっても急激に低下する傾向が明らか

になった。続いて釘接合部の腐朽と強度の関係を把握するために，同様に腐朽させ

た鋼板添え板釘接合部の一面せん断試験を行い，腐朽期間や主材の質量減少率と接

合耐力との関係を検討した。その結果，質量減少率が大きくなるに伴い釘接合せん

断耐力も指数関数的に低下するが，縦圧縮強度の場合に見られるような指数曲線的

な急激な減少とは異なる傾向を示していた。これは釘せん断性能が木材の圧縮性能

と釘の曲げ性能の両方に影響を受けるためと考えられる。そこで，木材の支圧強度

と釘の降伏強度をパラメータとするヨーロッパ型降伏理論に基づいて釘接合部の降

伏せん断耐力および終局せん断耐力を計算した結果，耐力の低下傾向は実験結果と

比較的よく一致し，また計算値に適切な低減係数を乗じることで設計用耐力を評価

することが可能であると考えられた。さらに非破壊的指標であるピロディン打込み

深さと木材の縦圧縮強度との間にも有意な相関関係が認められたことから，主材樹

種や接合条件，腐朽条件が限定されてはいるものの，腐朽が生じた鋼板添え板釘打

ち接合部の耐力を非破壊的評価手法によって推定することが可能であると示唆され

た。 
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第 3 章 構造用木質面材料の腐朽が釘接合せん断性能に及ぼす影響 

3.1 はじめに 

これまで述べてきたように，木造住宅の長寿命化を実現するためには，構造躯体

の強度だけでなく耐久性に優れた構法や材料の選択が要求される。このため柱や土

台などの軸材料については防腐処理材を使用することによって耐久性を担保させる

ことが一般的となっている。一方で，構造形式や施工の合理化，高耐力化を図るた

め，合板や OSB，MDF などの構造用木質面材料が耐力壁や床構面に用いられること

が多くなってきている。高耐久な住宅を目指す場合には，これらの木質面材料の耐

久性，特に腐朽に対する耐朽性にも注意を払う必要がある 68）。  

木質面材料の耐朽性については，合板 34，35）やパーティクルボード 31，32），MDF33）

を対象に，木材腐朽菌を用いて強制腐朽処理を行った場合の質量減少や強度低下に

ついて報告されている。しかし，木質面材料を構面に用いる場合は，それ自体の曲

げ性能や面内せん断性能よりも，木質面材料と軸材料とをつなぐ接合性能が重要と

なる。  

木質面材料を用いた接合部については，水分による劣化について検討した報告 40-

41,69）はあるものの，生物劣化についての検討はなされていない。また海外では，

OSB を用いた釘接合および耐力壁について腐朽菌を用いた研究がなされた事例 39）は

あるものの，その他の木質面材料についての検討はなされておらず，木質構造物の

耐久設計に資するデータの蓄積は不十分である。  

そこで第 3 章では，構造用木質面材料の中でも比較的生物劣化に対する耐朽性が

高いと考えられる MDF と，これまで面材料として使用量が多く，かつ比較的製材に

近い性質を残していると考えられる合板を対象として，木材腐朽菌による強制腐朽

処理を行い耐朽性を調べるとともに釘接合の強度試験を実施し，腐朽が木質面材料
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を用いた釘接合部のせん断性能に及ぼす影響について検討を行った。  

3.2 実験 

3.2.1 試験体  

試験対象とした木質面材料は針葉樹構造用合板（9mm 厚，JAS 特類 2 級，3 層構成

（表裏板：カラマツ，心板：スギ），接着剤：フェノール樹脂）および構造用 MDF

（9mm 厚，JIS A5905，M タイプ（接着剤：メラミン・MDI 併用））であり，MDF は

原料が南洋材（Mixed Light Hardwood）のもの，建築解体材由来の針葉樹材（樹種は

不明）のもの，それらを 50%ずつ混合したものの 3 種類である。それぞれの密度お

よび含水率を Table 3.1 に示す。合板および MDF の寸法は幅 50×長さ 180mm とした。

なお合板は長手方向が表裏板の繊維方向となるよう作製した。  

 

各強度試験体の仕様を Fig. 3.1 に示す。釘接合試験体は主材（製材）に側材（合板

または MDF）を釘打ちしたものである。主材には JAS K3 相当の防腐処理を行った

S-P-F 製材（ 38×43×180mm，平均密度 0.44g/cm3(変動係数 11.9%)，平均含水率

8.3%(同 9.3%)）を使用し，試験グループごとの平均密度が等しくなるようにグルー

プ分けした。また後述の腐朽処理において主材からの防腐剤流出による腐朽阻害を

防ぐため，あらかじめ主材だけを食品用ラップフィルムで包装してから釘打ちを

行った。釘は枠組壁工法用の太め鉄丸釘 CN50（胴部径 2.87mm，長さ 50mm）を使用

Table 3.1. Specification of plywood and MDFs. 

Note：All values are average values of control samples (n=12)，
MC：Moisture content，Each value in parentheses is coefficient 
of variation (%). 

Wooden panels Material

MLH (Mixed Light Hardwood) 0.76 (2.5) 6.5 (1.3)
Softwood 0.79 (2.7) 6.7 (1.7)

MLH 50%+Softwood 50% 0.77 (0.5) 6.5 (1.1)

Density (g/cm
3
) MC (%)

MDFs

Plywood
Surface veneer：Karamatsu

Core veneer：Sugi
0.54 (2.6) 9.4 (3.3)
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し，側材・主材ともに下穴を加工することなく釘打ちした。釘の端距離は主材が

50mm（釘径の 17 倍），側材は 20mm（同 7 倍）とした。主材と側材の間には厚さ約

0.6mm のギャップができるようスペーサーを挿入して釘打ちした。  

また含水率による影響を検討するため，減圧・加圧処理によって飽水処理した合

板および MDF を，気乾状態の主材に釘打ちして作製した試験体も準備した。この際

の水の注入条件は減圧処理が 96kPa gauge（720mmHg）・1 時間，加圧処理が 980kPa 

gauge（10kgf/cm2）・4 時間である。  

Fig. 3.1. Schematic diagram of test specimen. 
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Plastic wrap

Cultural media container

(preserved S-P-F lumber)
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試験体数は，各面材料につきコントロール材は 12 体，飽水処理および腐朽菌・処

理期間ごとの腐朽試験体は 6 体とした。  

3.2.2 腐朽処理方法  

強制腐朽処理は 2.2.1 と同様である。木材腐朽菌は，褐色腐朽菌であるオオウズラ

タケ（Fomitopsis palustris (Berk. & M.A. Curtis) Gilb. & Ryvarden）FFPRI 0507 株）お

よび白色腐朽菌であるカワラタケ（Trametes versicolor (L. : Fr.) Pilát FFPRI 1030 株）

を用いた。なお，オオウズラタケの場合は試験体と培養基との間にエチレンオキサ

イドガスで滅菌したプラスチックネットを敷いて設置し，カワラタケの場合は直接

設置した。腐朽処理期間は 30，90，150 日間とした。 

3.2.3 釘接合 1 面せん断試験  

釘接合 1 面せん断試験はテンシロン万能試験機（（株）エー・アンド・デイ製，能

力 100kN）を用いて行った。釘のすべり量（側材と主材との相対変位）は， 大スト

ローク 50mm のひずみゲージ式変位変換器を使用し，分解能 1/100mm で計測した。

加力方法は正負交番繰り返し加力であり，繰り返し設定変位は 0.5，1.0，2.0，4.0，

8.0mm，各 1 回ずつとした。クロスヘッド速度は 2mm/分とし，試験体が破壊するか

あるいは 大荷重の 80%以下に荷重が低下するまで，またはすべり量が 25mm に達

するまで加力を続けた。なお腐朽処理後の試験体は，培地から取り出して表面に付

着した菌糸および主材のラップフィルムを除去した後，調湿することなく即座に試

験に供した。試験の様子を Fig. 3.2 に示す。  
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3.2.4 釘側面抵抗試験  

釘側面抵抗試験は，ASTM D-103770)に準拠して行った。試験体寸法は幅 50×長さ

120mm であり，釘接合 1 面せん断試験終了後の試験体を解体し，側材の釘打ち部分

を切除することによって作製した。釘は CN50 を用い，端距離を 12mm として下穴を

加工せずに釘打ちした。試験はインストロン万能試験機（インストロン・ジャパン

製，容量 10kN）を使用し，加力速度 6mm/分の単調増加加力方式で行った。試験の

様子を Fig. 3.2 に示す。  

3.2.5 質量減少率の測定  

腐朽の度合いを表す指標として，質量減少率の測定を行った。釘接合 1 面せん断

試験終了後の試験体を解体し，面材料のうち釘打ちした部分を含む長さ 50mm の試

料を採取し，絶乾質量を測定した。各条件に対応するコントロール材の平均絶乾質

量に対する比を質量減少率とし，以下の式から求めた。  

質量減少率（%）  

＝（1－腐朽処理後の絶乾質量／コントロール材の平均絶乾質量）×100 

Fig. 3.2. Strength test of nailed joint 
(left: shearing test, right: lateral resistance test). 
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3.2.6 主材の縦圧縮試験  

釘接合部のせん断耐力を推定するために必要となる支圧強度を求めるため，主材

である S-P-F 製材の縦圧縮試験を実施した。釘接合 1 面せん断試験を終了した試験体

から，主材のボルト穴部分を除去した長さ 85mm の試験体を作製し，試験に供した。

縦圧縮試験はテンシロン万能試験機を用いて行い，加力速度 0.5mm/分の単調増加加

力方式とした。なお，予備試験で球座を用いて加力した際に，偏心によって有害な

変形が生じたため，本試験では球座は使用せずに加力した。  

 

3.3 結果と考察 

3.3.1 腐朽処理期間と質量減少率  

強制腐朽処理の結果，合板を側材とする試験体では，腐朽菌がオオウズラタケの

場合は処理期間 30 日の時点で菌糸が側材を完全に覆い尽くすほどに成長したのに対

し，カワラタケではそれよりも成長は遅く，150 日目の時点でほぼ覆い尽くしていた。

一方，MDF を側材とした試験体では，腐朽菌の種類によらず菌糸が試験体を完全に

覆うことはなかった。なお主材である S-P-F 製材は防腐処理およびラップ包装されて

いるため，いずれの試験体も菌糸の蔓延は目視では認められなかった。  

腐朽処理期間と木質面材料の質量減少率との関係を Fig. 3.3 に示す。オオウズラタ

ケを用いた場合，合板では腐朽処理期間 90 日での質量減少率が 大 40%，150 日で

60%に達しており，著しく腐朽が進行していた。MDF においても，腐朽処理期間の

増加に伴い質量減少率はわずかながら増加しているが，その値は腐朽処理期間 150

日でも 5%程度であることから，合板に比べて高い耐朽性を有していると言える。こ

れに対してカワラタケを用いた場合，合板では 150 日で 20%程度であり，オオウズ

ラタケに比べると腐朽の進行は緩やかであった。また MDF においては，腐朽期間に

よる差は認められなかった。なお，MDF の耐朽性は原料樹種によって影響を受ける
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33）とされており，本実験においても，針葉樹材を原料とした MDF の質量減少率が他

の 2 種よりやや大きい傾向が認められた。しかしその値は合板に比べて小さいこと

から，MDF については以下の考察では原料によらず一括して取り扱うこととした。  

ここで，オオウズラタケを用いて腐朽させた試験結果をもとに木質面材料と製材

の耐久性を比較してみると，合板は腐朽処理期間 90 日で質量減少率が 40%に達して

いたのに対して，トドマツ製材（50×50×100mm）では 120 日で質量減少率が 大

30%であった 71）。したがって，合板を構成するカラマツとスギがトドマツよりも耐

朽性が高い 72）ことと併せて考えると，今回の腐朽処理方法では製材より合板のほう

が腐朽の進行が早かったと言える。この理由としては，合板の場合はロータリー切

削単板の裏割れによる影響に加えて，体積の割に表面積が大きいことから腐朽が進

行しやすかったのではないかと思われる。一方，木材腐朽が必ずしも断面を外側か

ら一様に減少させるようには進行しないものの，腐朽後の有効断面を確保するとい

う点でみれば，断面寸法を大きくすることが耐久性能を向上させる要素として挙げ

られる 73）。したがって，木質面材料の場合はその厚さを大きくすることによって，

材料全体としての耐朽性向上に有効な可能性があり，今後は厚さの異なる木質面材

料についてデータを収集していく必要があると考えられる。 
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Fig. 3.3. Relationship between period of decay and mass loss. 
Note：Error bar：Standard deviation. 
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3.3.2 腐朽と釘側面抵抗の関係  

初に木質面材料自体の強度を示す釘側面抵抗について，腐朽処理期間との関係

を，飽水処理した試験体での結果も併せて Fig. 3.4 に示す。  

合板，MDF ともに腐朽処理期間の増加に伴って釘側面抵抗は低下していった。

MDF についてみると，釘側面抵抗はいずれの腐朽菌の場合も 30 日で大きく低下した

後は，緩やかに低下していった。  

これに対して合板の釘側面抵抗は，腐朽菌がカワラタケの場合は 30 日で大きく低

下した後はゆるやかに低下し続けたが，オオウズラタケの場合は 30 日以降も直線的

に低下しており， 90 日でほぼ 0 になる試験体が認められるなど，MDF に比べて大

きく低下していた。  
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Fig. 3.4. Relationship between period of decay and lateral nail resistance. 
Note：Error bar：See Fig. 3.3. 
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一方，飽水処理した試験体も釘側面抵抗が低下しており，その値は合板，MDF と

もに腐朽処理期間 30 日のものと概ね同等であった。ここで Table 3. 2 に示すように，

試験時の含水率は，腐朽処理期間 30 日の時点ですでに木材の繊維飽和点を上回る高

い含水率であった。したがって，腐朽処理期間 30 日では質量がほとんど減少してい

ないことと併せて考えると，腐朽処理初期の強度低下は，含水率の上昇に起因する

ものと考えられる。  

質量減少率と釘側面抵抗の関係を腐朽菌ごとに Fig. 3.5 に示す。なお側材全体はほ

ぼ一様に腐朽していると観察されたため，釘側面抵抗試験の釘打ち部分の質量減少

率は釘接合 1 面せん断試験での釘打ち部分と同一であるとみなして考察を進めた。

腐朽菌がオオウズラタケの場合，合板では質量減少率と釘側面抵抗との間に負の相

関関係が認められた。MDF についても質量減少率の範囲が小さいものの，負の相関

が認められ，またその傾きは MDF のほうが合板よりも大きかった。一方カワラタケ

では，合板の場合はオオウズラタケに比べて傾きは緩やかであるものの負の相関が

認められたのに対して，MDF では両者の間に明確な相関が認められなかった。  

Table 3.2. Moisture content of wooden panels (%). 

Note：Each value in parentheses is coefficient of variation (%)，Number 
of specimens for control is 12, others are 6. 

F.palustris 80.6 (18.7) 74.8 (34.8) 88.9 (34.1)
T.versicolor 105.1 ( 7.9) 141.1 (39.9) 144.2 (13.0)
F.palustris 43.1 (15.6) 55.1 ( 9.5) 58.2 (11.2)

T.versicolor 45.2 ( 8.3) 54.2 ( 8.1) 60.2 ( 5.0)
(3.2)MDFs 6.6 (1.8) 82.3

9.4 (3.3) 128.5 (4.7)Plywood

30 90 150
Fungi Control Water saturated

Period of decay (days)
Wooden panels
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一般にオオウズラタケなどの褐色腐朽菌によって製材を腐朽させた場合，質量減

少がわずかであっても急激に強度が低下する傾向がある 65,71，）が，木質面材料の釘側

面抵抗は直線的にかつ緩やかに低下しており，製材とは強度低下の傾向が異なって

いた。この原因として，製材の場合は曲げや圧縮試験での評価であったのに対して，

今回の木質面材料では釘を用いた側面抵抗試験で評価しており，破壊形態や 大耐

力を決定する因子が異なっていることが挙げられる。なお合板の場合は，単板内に
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Fig. 3.5. Relationship between mass loss and lateral nail resistance. 
Note：**：Significant at 1% level. 
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接着剤が浸透した高い強度を有する層 74）が存在し，また MDF の場合も密度の異な

る外層と内層が存在することから，これら物性の異なる層での腐朽の進み具合が異

なれば，木質面材料全体の質量減少率と強度の関係は製材の場合とは異なるという

可能性も考えられるが，本実験結果だけでは言及できない。 

3.3.3 腐朽と釘接合せん断耐力との関係  

まず合板での破壊形態は，コントロール材では釘頭が側材を貫通するパンチング

アウトが多く発生し，釘頭が合板に大きくめり込んだ後に合板の裏板の端抜け破壊

が生じていた（Fig. 3.6(a)）。飽水処理した試験体および腐朽が軽微な試験体では，釘

頭のめり込みに加えて接着層での剥離が生じたものもあったのに対して，オオウズ

ラタケによって腐朽が大きく進行したものでは，釘頭のめり込みや釘の曲げ変形は

小さく，釘胴部が合板にめり込んだり，端抜け破壊または横引張破壊していく形態

が多く見られた（Fig. 3.6(b)）。一方 MDF のコントロール材でもほとんどが釘頭のめ

り込みによって 大せん断耐力が決定したが，貫通には至らずに釘が主材から引き

抜けていく形態が多く見られた。飽水処理または腐朽させた試験体では，上記に加

えて MDF の内層部で割れが発生したり端部がちぎれたものも存在した（Fig. 3.6(c)）。  

ここで腐朽処理期間と釘接合 1 面せん断試験における 大せん断耐力を Fig. 3.7 に

示す。またオオウズラタケで腐朽させた場合の荷重とすべり量の関係曲線の例を合

Fig. 3.6. Failure modes of nailed timber joint.
Note：(a) plywood(control), (b) plywood(decayed by F.palustris  for 150 
days)，(c) MDF(softwood, decayed by F.palustris for 150 days). 

(a) (b) (c) 
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板および MDF（針葉樹）について Fig. 3.8～9 に示す。  

合板での 大せん断耐力は，腐朽処理期間の増加に伴い釘側面抵抗と同様の傾向

で低下しており，またオオウズラタケのほうがカワラタケよりも大きく強度低下し

ていた。また，腐朽期間の増加に伴い荷重とすべり量の関係曲線も大きく変化する

ことが認められた。一方 MDF の 大せん断耐力は，腐朽処理期間 30 日で比較的大

きく低下した後はゆるやかに低下する傾向が認められた。また 大せん断耐力の低

下の程度は釘側面抵抗よりも小さく，腐朽菌の種類による差も認められなかった。

MDF でのすべり挙動をみると処理期間の増加に伴い 大せん断耐力に達した後のね

ばりが減少する傾向が認められた。なお飽水処理した MDF の 大せん断耐力はコン

トロール材よりも大きい値を示していたが，これは飽水処理によって厚さが膨潤し

たために，荷重とすべり量の関係曲線に見られるようなロープ効果が生じたためと

考えられる。  
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Fig. 3.7. Relationship between period of decay and maximum shear 
strength of nailed timber joint. 
Note：Error bar：See Fig. 3.3. 
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Fig. 3.9. Typical load-slip curves of nailed timber joint with MDF 
decayed by F.palustris. 
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Fig. 3.8. Typical load-slip curves of nailed timber joint with plywood 
decayed by F.palustris. 
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ここで，試験終了後に実施した主材（S-P-F 製材）の縦圧縮試験の結果を Fig. 3.10

に示す。これを見ると，腐朽処理によって S-P-F 製材の強度も低下しており，接合部

の耐力低下に大きく影響を及ぼしていると考えられる。  

なお，S-P-F 製材の強度は，腐朽菌や側材の種類に関わらず，腐朽処理期間が 30

日の時点で大きく低下した後，90 日までは大きな変化はなく，150 日に再び低下す

る傾向が認められた。一方，Table 3.3 に示すように，含水率は 30 日で概ね繊維飽和

点に達していた。したがって，S-P-F 製材の強度低下については，0～90 日までは含

水率上昇の影響，90 日以降は腐朽の進行によるものと考えられる。  
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Fig. 3.10.  Relationship between period of decay and compressive 
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Note：Error bar：See Fig. 3.3. 
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3.3.4 釘接合 1 面せん断耐力の評価  

筆者らは，ヨーロッパ型降伏理論（EYT）を適用することによって，腐朽した鋼板

添え板釘打ち接合部の降伏せん断耐力を，主材の支圧強度を用いて推定することが

可能であることを明らかにした 71）。一方，これまで述べてきたように木質面材料を

用いた釘接合においては，腐朽が主材と側材の両方に生じるため，EYT を適用して

降伏せん断耐力を推定するためには，主材だけでなく側材の支圧強度を用いて計算

する必要がある。そこでここでは，主材である S-P-F 製材の支圧強度として，縦圧縮

試験で得られた縦圧縮強度に 0.967)を乗じた値を用い，側材である木質面材料の支圧

強度には釘側面抵抗試験での値を用いることとした。また一般に，木材の主材およ

び側材よりなる 1 面せん断接合の降伏モードは Fig. 3.11 のようになり，特に釘接合

の場合はモードⅣとされている 75)。しかし本実験ではモードⅠa に該当するような破

壊形態も確認されたため，ここでは Fig. 3.11 に示したすべての降伏モードごとにせ

ん断耐力を計算し， 小となるモードでの値を降伏せん断耐力とした。なお実験値

から降伏せん断耐力を求めるにあたり，コントロール材では 大せん断耐力の 10，

40，90%の値を用いる方法 76）で算出可能であったが，飽水処理したものおよび腐朽

材ではロープ効果の影響等によって困難であったため，コントロール材での平均降

伏変位（合板で 1.1mm，MDF で 0.9mm）に達したときの耐力を降伏せん断耐力とし

た 36）。計算された降伏せん断耐力と，実験値から求めた降伏せん断耐力とを比較し

Table 3.3. Moisture content of main members (%). 

F.palustris 31.7 (42.2) 39.2 (23.4) 62.5 (11.0)
T.versicolor 20.0 (27.0) 41.5 (36.7) 50.8 (18.0)
F.palustris 31.3 (44.3) 48.1 (20.1) 44.4 (25.9)

T.versicolor 24.1 (31.8) 38.6 (32.7) 47.0 (27.1)

Side member Control

8.5

Period of decay (days)
30 90 150

Fungi

Plywood (11.9)

MDFs 8.3 ( 9.3)

Note：Each value in parentheses is coefficient of variation (%)，Number 
of specimens for control is 12, others are 6. 
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た結果を Fig. 3.12 に示す。  

 

 

 

このように計算値は実験値と概ね一致する傾向が得られたとともに，破壊モード

は概ねⅢb となるが，著しく腐朽した合板の場合は実際の破壊形態も計算値もⅠa と

なり，側材の強度のみで降伏せん断耐力が決定されることが示された。  

なお，既報 71)でも述べたように，生物劣化の生じた木造住宅の耐震性能を考える

場合，接合部については降伏せん断耐力よりも終局せん断耐力を適切に評価する必
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Fig. 3.12. Relationship between calculated and observed yield shear 
strength of nailed timber joint. 
Note：**：See Fig. 3.5. 

Fig. 3.11. Yield modes of nailed timber joint with wooden side member. 
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要があると考えられる。特に木質面材料を側材とする釘接合の終局せん断耐力は，

鋼板の場合と異なりパンチングアウトについての検討が必要となる。  

パンチングアウト終局せん断耐力については，式 3.1 のように比重（密度），側材

厚さおよび釘頭径をパラメータとする式が設計規準に示されている 75）が，この式は

気乾状態の合板を用いた実験結果 77）から導かれている。  

19.5 . ∙ . ∙ . 																																			             … 3.1  

ここで，  

 Pp：パンチングアウト終局せん断耐力  

 γ0：側材の基準比重（合板以外は補正比重）  

 t：側材厚（mm）  

 dh：釘頭部の直径（mm）  

 

そこでここでは，質量減少率を求める際に測定した絶乾質量をもとに気乾時（合

板は含水率 9.4%，MDF は同 6.6%）の質量を計算し，元の体積で除することで見か

けの比重を算出し，算定式に代入した。さらに，得られた耐力に，常時湿潤状態に

対する含水率影響係数である 0.775）を乗じることによって，腐朽時のパンチングアウ

ト終局せん断耐力を算定した。ただし MDF の比重については，合板以外の木質面材

料と合板とを一括して扱うための補正比重が示されている表 75)から逆算して得られ

た 0.6 という係数を実測値に乗じて，これを補正比重値とした。得られたパンチング

アウト終局せん断耐力算定値と，パンチングアウトに相当する破壊が生じた試験体

での完全弾塑性モデル化に基づく終局せん断耐力との関係を Fig. 3.13 に示す。その

結果，合板の場合は，質量減少および含水率を考慮することによって，腐朽材での

パンチングアウト終局せん断耐力を健全材と同様に算定することが可能であること

が示された。一方 MDF の場合の算定値は合板より低めに評価されていることから，
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比重の補正が過小であったと考えられる。また飽水処理したものおよび腐朽材では，

含水率影響係数を乗じたことによってさらに過小に評価されている。しかし飽水処

理した MDF では，釘側面抵抗は低下するが釘接合せん断耐力は低下していないとい

う実験結果であったことを考慮すると，MDF でのパンチングアウト終局せん断耐力

に関しては含水率を考慮した低減はそれほど必要ないと考えられる。  

現行の設計規準では，木質面材料を側材とする釘接合の終局せん断耐力は，降伏

せん断耐力に終局強度比 75）である 1.2 を乗じた値と，パンチングアウト終局せん断

耐力のどちらか小さい方の値を用いることとなっている。両者を比較した結果，Fig. 

3.14 に示すように，MDF ではパンチングアウト終局せん断耐力のほうが小さく，逆

に合板では降伏せん断耐力×1.2 のほうが小さくなる傾向が認められた。  

 

 

Fig. 3.13.  Comparison of calculated and observed ultimate shear 
strength of nail-head-pull-through. 
Note：**：See Fig. 3.5. 
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両者のうち小さい方の値と実験で得られた終局せん断耐力を比較した結果を Fig. 

3.14 に示す。これをみると，合板の場合は算定値と実験値との間に高い相関関係が

認められ，算定方法が妥当であると思われる。ただし健全な場合は安全側で評価可

能であるが，腐朽させた場合は算定値が実験値を下回ったものがあることから，実

務上は適切な安全率を設定する必要があると考えられる。一方，MDF ではやや過剰

ではあるが安全側で終局せん断耐力を評価することが可能であった。  

 

 

  

Fig. 3.14. Comparison of calculated ultimate shear strength of nail-
head-pull-through and calculated yield shear strength multiplied by 1.2. 
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Fig. 3.15.  Comparison of calculated and observed ultimate shear 
strength. 
Note：**：See Fig. 3.5. 
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3.4 小括 

第 3 章では，構造用木質面材料の腐朽が釘接合部のせん断性能に及ぼす影響を調

べるために，構造用合板と構造用 MDF を側材とする釘接合を対象に，褐色腐朽菌で

あるオオウズラタケおよび白色腐朽菌であるカワラタケによる強制腐朽処理を施し

た後，主材の縦圧縮試験，側材の釘側面抵抗試験および釘接合 1 面せん断試験を実

施した。その結果，針葉樹を原料とする構造用合板は腐朽処理によって著しく腐朽

し，特にオオウズラタケによって質量が大きく減少したものがあったのに対して，

MDF はいずれの腐朽菌に対しても比較的高い耐朽性を示したことから，同じ木質面

材料であっても耐朽性には差異があることが確認された。また，腐朽処理によって

縦圧縮強度や釘側面抵抗，釘接合せん断耐力は低下したが，腐朽処理初期の強度低

下は含水率の上昇に起因すると考えられた。第 2 章と同様にヨーロッパ型降伏理論

に基づき，木質面材料や主材の強度実測値を用いて釘接合の降伏せん断耐力や終局

せん断耐力を計算した結果，側材が木質面材料の場合でも腐朽した釘接合部のせん

断耐力を適切に推定することが可能であることが示された。ただし，木質面材料を

側材とする場合に特徴的な破壊形態であるパンチングアウト（釘頭が木質面材料を

貫通する形態）での終局耐力は，合板の場合は妥当な計算結果が得られたが，MDF

については現行の設計規準に示されている補正比重や含水率を考慮した低減によっ

て過小な評価となった。  
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第 4 章 生物劣化が耐力構面の性能に及ぼす影響 

4.1 はじめに 

現代の木造住宅では，耐力壁や床構面によって風圧力や地震力を負担したり伝達

させている。構面の構成についてみると，例えば在来軸組構法での耐力壁は，柱な

どの鉛直部材と梁や桁などの水平部材からなる軸組に金物を介して筋かいを取り付

けるか，または構造用合板や OSB，MDF，石こうボード等の面材料が釘打ちされる。

同様に枠組壁工法では，上枠・下枠やスタッド（縦枠）からなる枠組に面材が釘打

ちされる。このように構面を構成するためには釘接合部が不可欠であり，釘接合性

能が構面の耐力を決定づけると言っても過言ではない。  

これら構面の設計用耐力に関しては，建築基準法 78)や建設省告示 79)によって耐力

壁の壁倍率が，また品確法によって水平構面の床倍率がそれぞれの仕様に応じて定

められている。しかしこれらの性能はあくまでも初期設計時の性能であり，経年に

よる変化や生物劣化による性能低下は別途検討する必要がある。  

さらに，実際には全体が一様に腐朽するのではなく，構面の一部分に腐朽が発生

し進行していくと考えられる。したがって生物劣化が構面のせん断性能に及ぼす影

響は，構面のどの部分が腐朽したかによって異なると考えられる。また構面の同じ

箇所が腐朽しても，構面の構造形式によって影響の度合いが異なると考えられる。  

そこで第 4 章では，生物劣化が耐力構面のせん断性能に及ぼす影響について，筋

かい耐力壁と，面材釘打ち構面を対象として検討を行った。特に，耐力壁の土台周

辺のみに腐朽が生じた場合に，構面全体の性能にどのように影響を及ぼすのかにつ

いて考察を進めた。また面材釘打ち構面については変形挙動の推定手法についての

検討も行った。なお在来軸組構法と枠組壁工法とでは，釘接合部の主材となる柱ま

たはスタッドの断面が異なることから腐朽が釘接合部および構面の強度に及ぼす影
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響の度合いは異なると考えられるが，腐朽の生じ方自体は大きく異ならないことか

ら，ここでは在来軸組構法における面材釘打ち構面を対象に検討を行った。  

 

4.2 生物劣化が筋かい耐力壁のせん断性能に及ぼす影響 

4.2.1 筋かい耐力壁のモデル化  

筋かい耐力壁の耐力および剛性は，トラス構造にモデル化することによって解析

される。ただし剛性を求めるためには，接合部の剛性を加味した部材の見かけの剛

性を用いてトラスを解くことが必要となる。ここでは，Fig. 4.1 に示すような幅 910×

高さ 2730mm の片筋かい壁をモデル化し解析を行った。筋かい壁を構成する柱およ

び筋かいの断面寸法および強度性能を Table 4.1 に示す。  

 

4.2.2 筋かい耐力壁の水平耐力  

筋かい耐力壁の水平耐力については，筋かいが圧縮筋かいとして機能する場合は，

Fig. 4.1 Braced shear wall model 

8-ZN90
kCJL

kCJU

kBJL

kCJU

kCJL

kC

kBJU

kB

kC

θ

kCe

kCe

kBe

10-ZN65 M12,17-ZS50
Metal-plate CP-T Metal-plate BP-2

Metal-plate VP

Truss model with spirng joints
at the end of brace and column

load direction for load direction for
compression-brace tension-brace

Table 4.1 Specification of members of braced shear wall 

b h l E f c

(mm) (mm) (mm) (N/mm
2
) (N/mm

2
)

Column 105 105 2730 8000 11.2
Brace 45 90 2878 8000 11.2

Member
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筋かいの座屈または筋かいと反対側の柱脚部の引抜きによって決定されると考えら

れる。それぞれの耐力は以下のように求められる。  

（1）筋かいの座屈で決まるせん断耐力  

∙ c ∙ ∙ cos                   … 4.1  

ここで，  

 A：筋かいの断面積（mm2）  

 fc：短期許容圧縮応力度（N/mm2）で，トドマツの場合 11.2 

 η：座屈低減係数で，細長比λが 300 以上の場合は 3000/λ2 

λは以下の式から求められる。  

⁄                           … 4.2  

ここで，  

 lk：座屈長さ（mm）で，ここでは材長に等しいとした。  

⁄                           … 4.3  

ここで，  

 I：弱軸方向の断面二次モーメント（mm4）  

 

（2）筋かいと反対側の柱脚部の引抜きで決まる耐力  

tan⁄                         … 4.4  

ここで，  

 pj：柱脚部の引抜き耐力で，Z マーク表示金物 VP2 の短期許容引抜き耐力：

3900N 

 

これに対して，引張筋かいの場合は，筋かい金物接合部の引張耐力か柱脚の引抜

きによって決定されると考えら，それぞれ以下のように求められる。  
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（3）筋かい金物接合部の引張耐力で決定される耐力  

∙ cos                         … 4.5  

ここで，  

 pj：筋かい金物接合の短期許容耐力（N）。ここではボルト M12（短期許容せん

断耐力 4300N）とスクリュー釘 ZS50（同 170N）7 本であることから，これらの総和

として 12490（N）とした。  

（4）柱脚の引抜きで決まる耐力  

tan⁄                         … 4.6  

ここで，  

 pj：柱脚部の引抜き耐力で，Z マーク表示金物 VP2 の短期許容引抜き耐力：

3900N 

 

4.2.3 筋かい耐力壁の水平剛性  

木質構造における筋かい耐力壁の水平剛性は，接合部の変形が無視できないため，

単純にピン接合のトラス解析で求めることはできない。ここでは，部材の剛性に接

合部の剛性を加味した見かけの剛性を用いて解析することによって水平剛性を求め

た。  

この場合は，筋かい壁の水平剛性（KWe）は以下の式で表される 80)。  

cos ∙ Be ∙ Ce

sin ∙ Be Ce

                      …（4.7）  

ここで，kBe は筋かい端部の接合剛性を加味した等価剛性であり，次の式から求め

られる。  

1

Be

1

B

1

BjU

1

BjL
                     … 4.8  
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ここで，  

 kB ：筋かいの引張剛性または圧縮剛性（N/mm）  

 kBjU，kBjL：筋かい上端・下端接合部の剛性（N/mm）  

実験値より圧縮 18200N/mm，引張 14000N/mm 

（筋かいプレート BP2（ボルト M12+釘 ZS50×17））  

また，kCe は接合部を含む柱の鉛直方向等価剛性で，次の式から求められる。  

1

Ce

1

C

1

CjU

1

CjL
                     … 4.9  

kC ：柱の剛性（N/mm）  

kCjU ：柱頭接合部の剛性（N/mm）  

：実験値より圧縮 36000N/mm，引張 3000N/mm 

（かど金物 CPT（釘 ZN65×10），圧縮の場合はめり込みも考慮）  

kCjL ：柱脚接合部の剛性（N/mm）  

：実験値より圧縮 36000N/mm，引張 3000N/mm 

（山形プレート VP（釘 ZN90×8），圧縮の場合はめり込みも考慮）  

 

4.2.4 生物劣化による筋かい耐力壁の性能の変化  

生物劣化によって，土台側の筋かい端部および柱脚部の接合部の耐力および剛性

が低下したと仮定し，それぞれ低減係数を乗じることによって筋かい壁の耐力と剛

性を計算した。劣化レベル 1 として，該当する接合部の耐力および剛性が 1/2 に低下

した場合，レベル 2 として同じく 1/3 に低下した場合を設定した。ただし柱頭部，胴

差側の筋かい端部の接合剛性および各部材の性能はそのままとした。まず耐力の計

算結果を Table 4.2～3 に示す。  
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耐力についてみると，圧縮筋かいの場合（Table 4.2）は，健全時には筋かいの座屈

によって耐力は決定されていたが，生物劣化が生じることによって耐力決定因子は

柱脚引き抜きに移行した。これは，生物劣化によって筋かいと反対側の柱脚の引き

抜き耐力は低下するのに対して筋かいの座屈耐力は変化がないためである。一方，

引張筋かいの場合（Table 4.3）は，健全時には筋かい下端が取り付く柱脚部での引き

抜き耐力のほうが，筋かい端部の接合耐力よりも小さく，また劣化が生じることに

よって，どちらの接合要素も同じように耐力が低下するため，水平耐力は柱脚引き

抜きによって決定された。この場合，耐力の低下率は，接合部の劣化率と同じ比率

となった。  

次に，剛性の計算結果を Table 4.4～5 に示す。  

 

Table 4.2 Horizontal strength of braced shear wall in load direction for 

compression brace 

Table 4.3 Horizontal strength of braced shear wall in load direction for 

tension brace 

Level Coefficent
(A) Buckle of brace

(N)
(B) Column base joint

(N)

Control 1.0 877 1300 877 (1.00)
1 0.5 877 650 650 (0.74)
2 0.333 877 433 433 (0.49)

min(A,B)

Level Coefficent
(A) Brace end joint

(N)
(B) Column base joint

(N)

Control 1.0 3950 1300 1300 (1.00)
1 0.5 1975 650 650 (0.50)
2 0.333 1317 433 433 (0.33)

min(A,B)

Note: Values in parenthesis are ratio to control 
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水平剛性は耐力の低下と異なり，土台側の接合部剛性が 50%に低下しても，筋か

い壁としての水平剛性は 50%までは低下せず，このモデルの場合は 75%の低下率と

なった。同様に劣化レベル 2 では接合部剛性が 33%になっても壁としては 60%程度

の低下であった。また圧縮筋かい，引張筋かいとも劣化による剛性残存率はほぼ同

じ値を示した。  

ただし，筋かい壁はトラス構造であることから，ある節点で耐力がゼロとなった

時点で崩壊する。特に腐朽が生じた後は変形量よりも倒壊を防ぐことが重要である

ことから，耐力については十分に余裕を持たせた接合部設計が必要である。  

 

 

  

Table 4.4 Shear stiffness of braced shear wall in load direction for 

compression brace 

Degraded level Coefficent k Be k Ce k B k BjU k BjL k C k CjL k CjL

control 1.0 314 (1.00) 5033 7490 11259 18200 18200 32308 19500 19500

1 0.5 238 (0.76) 3942 5411 11259 18200 9100 32308 19500 9750

2 0.33 192 (0.61) 3240 4236 11259 18200 6067 32308 19500 6500

K We

Table 4.5 Shear stiffness of braced shear wall in load direction for 

tension brace 

Degraded level Coefficent k Be k Ce k B k BjU k BjL k C k CjL k CjL

Control 1.0 284 (1.00) 4316 7490 11259 14000 14000 32308 19500 19500

1 0.5 213 (0.75) 3299 5411 11259 14000 7000 32308 19500 9750

2 0.33 170 (0.60) 192 4236 11259 14000 4667 32308 19500 6500

K We

Note: Values in parenthesis are ratio to 
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4.3 生物劣化が面材釘打ち構面のせん断性能に及ぼす影響 

4.3.1 面材釘打ち構面の面内せん断性能の推定手法に関する検討  

4.3.1.1 面材の回転方向を仮定したモデル  

面材料を釘打ちした構面の変形性状を評価する手法は，Tuomi ら 49)によって，4 隅

に打たれた釘はそれぞれ対角方向に変位するという仮定のもとで比較的単純な解析

により変形挙動を推定する手法が報告されている。  

まず Fig. 4.2 に示すように木質パネルを釘打ちした耐力壁全体のせん断変形は，

木質パネルのせん断変形（ ）と釘接合部の変形によるせん断変形（ ）の和として

表される。 

                          … 4.10  

 

 

 

 

 

 

面材のせん断変形 は以下の式から計算される。 

∙ ∙
                          … 4.11  

ここで，  

 P：水平荷重（kN）  

 G：面材のせん断弾性係数（kN/mm2）  

 b：面材の有効幅（mm）  

 t：面材の厚さ（mm）  

一方，釘接合部の変形による壁のせん断変形は，Fig. 4.3 に示すように，面材の回

Fig. 4.2 Shear strain model of wall sheathed with wooden panels 

γ
γs γ

N

＋＝
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転方向が平行四辺形に変形した枠組の対角方向と一致すると仮定して，外力による

仕事 W と釘のせん断すべりによる消費されたエネ

ルギー を算出し， の関係からせん断力－変

位関係を導いている。  

コーナー部の釘はそれぞれ対角方向に変位するこ

とから，任意のせん断ひずみに対してすべり量 δc

およびその x 成分 xδc と y 成分 yδc は一意的に求めら

れる。  

四隅の釘の対角方向のすべり変位 so は次のよう

になる。  

2
1

√1
     … 4.12  

ただし，  

ここで，上辺および下辺の釘本数を n 本，i 番目の釘のすべり変位を si，同様に左辺

および右辺の釘本数を m 本，j 番目の釘のすべり変位 sj とすると，si，sj はそれぞれ次

のように表される。  

1

√1
1

2 1
1

                … 4.12  

1

√1
1

2 1
1

                … 4.13  

各釘のせん断すべりにより消費されたエネルギーは 

∙                             … 4.14  

すべての釘のせん断すべりによって生じる内部仕事 IN は  

Fig. 4.3 Deformation 
of frame and nail slip. 

Nail slip

Original frame
(rectangular)

Distorted frame
(parallelogram)
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    ∑ ∙ ∙  

																	
1
2
∙                     … 4.15  

また構面が だけせん断ひずみを生じる間に外力 P のなす仕事 W は，構面高さを

h とすると下式で表される。  

∙ ∙
2

                         … 4.16  

W と が等しいことから， と P との関係が得られる。  

 

4.3.1.2 力の釣合いにより面材の回転方向を決めるモデル  

Tuomi の仮定に基づいた計算は簡便であるが，面材の縦横比が大きくなると誤差が

大きくなる傾向がある。これについては次節で検証する。神谷 51)は，軸組・枠材と

面材を剛体と仮定し，仕口がピン接合された軸組が平行四辺形に変形した時の面材

の回転を図のように X と Y 方向の回転角に分解し，それぞれの方向の回転剛性を求

め，モーメントの釣り合いによる回転角を求める方法を提案した。神谷のモデルで

は四周釘打ちされた場合のみを対象としているが，同様の考え方に基づき，任意の

釘配置の場合にも適用させたモデルを村上ら 52)が提案している。 

まず，Fig. 4.4 に示すように座標原点から中立軸までの距離 xo，y o は，i をすべて

の釘の通し番号とすると，それぞれ以下の式で求められる。 

∑
                           … 4.17  

∑
                           … 4.18  

ここで，  

 xi，yi：i 番目の釘の x，y 座標  

 n：釘の総本数  

一方，X，Y のそれぞれの方向のモーメント Mx，My と回転角 θx，θy の関係は，次

のように与えられる。  
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∙                           … 4.19  

∙                           … 4.20  

ここで， ，  は釘のすべり係数と配置によって決まる回転剛性であるが，すべ

ての釘が同じすべり係数 k である場合は，釘の配置によって決まる係数 Ix，Iy を用い

て以下のように表すことができる。  

∙                            … 4.21  

∙                            … 4.22  

                        … 4.23  

                        … 4.24  

これより，面材壁のせん断力 P と変形角 θ の関係が得られる。  

∙
∙

∙ ∙                … 4.25  

ここで，  

 H：壁高さ，Ixy：釘の配列二次モーメント 

 

4.3.1.3 異なるすべり特性を有する釘接合が混在する場合の耐力推定手法  

神谷や村上らの方法は，任意の釘配列で適用可能であり，回転中心が面材の図心

でない場合にも成り立つが，使用している釘はすべて同じ釘，すなわちすべての釘

(x2,y2)

(x7,y7)

(x8,y8)

(x6,y6)

(x1,y1) (x4,y4)

(x3,y3) (x5,y5)Y

X

θy

θx

θxy

Fig. 4.4 shear strain as θx ,θy and θxy. 
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接合部の荷重－すべりの関係が等しい場合でしか計算できない。しかし構面に腐朽

が生じた場合，構面のすべての釘接合部が均一に劣化することは考えにくく，この

ため健全な釘接合部と劣化した釘接合部が混在することとなる。そこで本節では，

異なるすべり特性を有する釘接合が混在する場合にも面材釘打ち耐力壁の面内せん

断変形挙動を推定できるよう，上記解析法の拡張を検討した。  

まず，座標原点から中立軸までの距離 xo，y o を求めるにあたり，個々の釘が異な

る荷重－すべり特性を有する場合は，負担する荷重に応じた重み付けが必要となる

ため，以下のように表される。  

∑ ∙
∑

                          … 4.26  

∑ ∙
∑

                          … 4.27  

ここで，  

 pi：i 番目の釘が負担している荷重  

pi は，すべり量に対応した荷重であり，例えば完全弾塑性モデルで近似する場合は，

以下の式で表される。  

∙ 			 0
																

                    … 4.28  

ここで，  

 ki：すべり係数  

 δi：すべり量  

 pu：降伏（終局）耐力  

 δu：終局すべり量  

非線形な関係を表現する場合は，指数曲線等で近似するか，または実験で得られ

た荷重－すべり量の関係を標準化した骨格曲線を用いることとなる。  
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一方，釘のすべり係数と配置によって決まる回転剛性 ， を求める際にも各釘

のすべり係数に応じた重み付けが必要となるため，下記のように表される。  

                   … 4.29  

                   … 4.30  

ここで， は i 番目の釘のすべり係数であるが，荷重－すべり量の関係が非線形な

形で表される場合には， はすべり量の大きさによって変化する（ただし木材の繊維

方向には依らないものとする）。計算過程は複雑になるが，任意の に対し

て，モーメントの釣り合い   を満たす ， ， ， は収束計算によって求

めることが可能である。これより，面材壁のせん断力 P と変形角 θ の関係が得られ

る。  

∙
∙

∙             … 4.31  

ここで，  

 H：壁高さ  

なお，任意の変形角時の個々の釘のすべり量は以下の式から求めることができる。  

                         … 4.32  

                        … 4.33  

                        … 4.34  
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4.3.2 面材釘打ち構面の面内せん断試験と耐力推定手法の検証  

4.3.2.1 試験の目的  

4.2 で示したように，面材を軸組材に釘打ちした接合部のせん断変形挙動が分かれ

ば，面材張り構面のせん断変形挙動も推定可能である。ここでは，パーティクル

ボードを釘打ちした床構面の面内せん断試験を実施するとともに，接合部および面

材の強度実験データを用いて，面材釘打ち構面のせん断変形挙動を推定し，実験値

との比較を行うことによって推定手法の妥当性を検証した。 

4.3.2.2 実験  

4.3.2.2.1 面内せん断試験  

近年は在来構法でも床構面の剛性を確保するために，合板などの構造用面材を張

り付ける方法が普及している。特にここ数年は厚さ 24mm 以上の厚物合板を用いる

ことによって，根太を省略し施工の省力化を図る構法 81)も増加している。一方，木

材の有効利用の観点から，建築解体材などを原料とする木質ボードの積極的な利用

が望まれている。特にパーティクルボードに関しては，厚さ 30mm・曲げ強さ区分

18 タイプ（18N/mm2 以上）のものをグリーンベース 30（GB30）と銘打って，床構

面を構成する構造用面材料としての利用を推進する取り組みが進められており 82)，

厚物合板と同等以上の性能が得られることが確認されている 83,84) 

そこでここでは，厚さ 30mm のパーティクルボードを直張りした 1820×2730mm の

床構面を試験体とした（Fig. 4.5）。パーティクルボードは JIS A 5908 に準拠した曲げ

強さ区分 13 タイプ，接着剤区分 M タイプのものであり，本実加工を施している。軸

組材はいずれもスプルース構造用集成材であり，仕口部は腰掛け蟻掛けで鉄丸釘 N90

を 1 本打っている。面材を固定する接合具は，鉄丸釘 N75（φ3.4×75mm）またはパー

ティクルボード専用ビス（(株)東日本パワーファスニング製，φ4.2×65mm）である。

ボードの張り方は，施工性の向上を図った 455 タイプ（Fig. 4.5.上）と，標準的な

910 タイプ（同下）の 2 種類である。接合具は川の字（合板の外周の短辺部分に 1 列，

その間に 1 列）に打ち，間隔は外周，中通とも 150mm とした。試験体数は各条件 1
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体ずつである。  

試験はタイロッド式 85)で実施した。加力は能力 100kN の油圧式復動シリンダで行

い，シリンダに取付けた容量 200kN のロードセルで荷重値を検出した。上部桁材の

水平方向変位は容量 1000mm・分解能 1/10mm のポテンショメータ式変位計で，下部

桁材の水平方向変位および左右梁材の鉛直方向変位は容量 50mm・分解能 1/200mm

の電気抵抗式変位計で測定した。繰り返し加力履歴は，真のせん断変形角が 1/600，

1/450，1/300，1/200，1/150，1/100，1/75，1/50 rad の正負各 1 回ずつである。  
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 Fig. 4.5 Specifications of floor diaphragm 
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4.3.2.2.2 接合具の一面せん断試験 

床構面の変形挙動を推定する際に必要となる釘およびビス接合部の荷重－すべり

の関係を得るため一面せん断試験を行った。試験方法を Fig. 4.6 に示す。主材寸法は

50×50×220mm とし，実大試験終了後に梁材から採取した（試験時密度 467kg/m3，含

水率 11.4%）。側材寸法は 30×50×200mm とし，実大試験に使用したものと同じロット

のボードから採取した（同 654kg/m3，8.6%）。側材にはあらかじめ径 2.5mm のドリ

ルで先穴をあけてから釘打ちまたはビス打ちを行い，側材と主材との間には摩擦が

生じないよう 0.6mm 程度のギャップを設けた。なお加力方向は繊維方向とし，端距

離・縁距離は基準値 86,87) を満足するよう確保した。試験はテンシロン万能試験機

を用いて行い，容量 50mm・分解能 1/200mm の電気抵抗式変位計ですべり量を測定

した。クロスヘッド速度は毎分 2mm，繰り返し加力履歴は 0.25，0.5，0.75，1，2，

4mm の正負各 1 回ずつとした。試験体数は各条件 6 体ずつである。  
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Fig. 4.6. Single shear joint test 
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4.3.2.2.3 パーティクルボードのせん断弾性係数の測定  

面材のせん断弾性係数の測定方法には，  Edgewise Shear 法や Two-Rail Shear 法

88,89)があるが，ここではプレートせん断試験法 90,91)によって測定した。試験方法を

Fig. 4.7 に示す。試験体は，実大試験終了後に取り出した 910×910mm のボードであ

り，試験体数は 4 体である。加力は 3 点鉛直方向支持 1 点隅角荷重方式とし，重錘

によって 大 11kgf(108N）の荷重を与えた。変位の計測は，試験体中央部に 450mm

四方の定盤を載せて行い，4 隅点のうち加力点側の隅点に取り付けた容量 50mm・分

解能 1/200mm の電気抵抗式変位計で中心点からの相対変位を計測した。  

 

4.3.2.3 試験結果 

4.3.2.3.1 面内せん断試験の結果 

面内せん断試験の結果を Table 4.6 に，せん断荷重－変形角曲線および完全弾塑性

モデルを Fig. 4.8 に示す。また試験終了後の様子を Fig. 4.9 に示す。なお 455 タイプ

では 1/15rad を終局変形角として扱った。ビス仕様は釘仕様に比べて， 大荷重が

P max P y K P u D s P u(0.2/D s) 2/3P max P γ =1/150

N455 5.51 3.68 0.80 4.96 0.221 4.49 3.67 3.98
N910 10.30 6.06 2.51 9.04 0.197 9.18 6.87 8.16
V455 9.06 4.91 0.76 7.75 0.287 5.40 6.04 4.99

V910 11.83 6.15 2.31 9.94 0.256 7.77 7.89 9.04

Legend： Pmax :Maximum load (kN) ，Py :Yield load (kN) ，K :Initial 
stiffness(kN/rad), Pu : Ultimate load (kN) ，Ds : Structural characteristic 
factor，Pγ=1/150 : Load at 1/150rad (kN) 

Table 4.6 Results of racking tests. 

Fig. 4.7 Plate-shear test 

450

450Transducer
Displacement

Support

Specimen

Load

SupportSupport

Unit:mm

Rigid Plate

910

910
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455 タイプで 1.6 倍，910 タイプで 1.1 倍と向上しているが，逆に靭性は低下してい

た。  

試験終了後の様子を Fig. 4.9 に示す。破壊形態に着目すると，釘仕様のものは釘の

引き抜けが主要な破壊要因であり，一部ボードの破壊が認められたものの釘の破断

やパンチングアウトは認められず，高い靭性が得られた。これに対してビス仕様の

ものは，ビスの引き抜けが生じず 大荷重が大きかったために，ビスの破断やパン

チングアウト，ボード隅角部の破壊が多く発生し，比較的靭性の低い結果となって

いる。面材の張り方に着目して比較すると，釘仕様の場合は 910 タイプでは 455 タ

イプに比べて 大荷重は約 2 倍，初期剛性は約 3 倍の性能が得られたが，ビス仕様

では初期剛性は約 3 倍であるが 大荷重は 1.3 倍の性能であった。  
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4.3.2.3.2 接合具の一面せん断性能およびパーティクルボードのせん断弾性係数 

接合部の荷重－すべり曲線（包絡処理後）を Fig. 4.10 に示すとともに，完全弾塑

性モデルによる評価値を Table 4.7 に示す。釘仕様の破壊形態はすべて引き抜きで

あった。この試験結果を，加力条件のみが異なる（単調加力）既往の報告 83)と比較

すると，初期剛性はほぼ同じであるが， 大荷重は半分程度であった。この原因と

して，本試験での主材の密度 0.47g/cm3 が文献値 83)の 0.53 に比べて低いことから，釘

の引抜耐力 92)が約 3/4 倍であったためと考えられるが，これに加えて，正負繰り返し

加力による主材と側材との間のギャップが増大したことが大きく影響したと考えら

れる。これに対して，ビス仕様ではこの現象はほとんど発生していなかった。ビス

仕様の耐力は釘の 2 倍程度であったが，破壊形態はすべてビスの破断であったため

靭性は 小 さかっ た 。一方 ， パーテ ィ クルボ ー ドのせ ん 断弾性 係 数は平 均 で

1.45kN/mm2（変動係数 5.7%）であり，密度を考慮すると文献値 89) に比べてやや大

きい値であった。予備的に測定した 30mm 厚のカラマツ合板（密度 498kg/m3）は

0.54 kN/mm2 であり，13 タイプのパーティクルボードでもせん断弾性係数については

厚物合板を上回る性能を有すると考えられる。  

 

 

Fig. 4.9 Shear deformation of nailed floor diaphragms. 

N455 N910 
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4.3.2.4 床構面のせん断変形性状の推定 

4.3.2.4.1 推定方法 

4.2 で示したように，面材を軸組に釘打ちした構面のせん断性能の推定手法は，こ

れまで数多くの理論的・実験的検討がなされている 49-53,93) 。このうち Tuomi ら 49)は，

コーナー部の釘がその対角方向に変位すると仮定し，釘配置が均等な場合に適用可

能な簡便な方法として提案している。しかし，本研究のように根太等の受け材を省

略している場合は面材の短辺方向にのみ釘が打たれていることから，この仮定が適

用可能かどうかについては検証が必要となる。そこで Tuomi の仮定による解析とと

もに，釘間隔が均等でなくても釘配置が左右上下で対称である場合に成立する神谷

の理論 51)に基づく解析を行い，両者の推定値と実験値との比較を行った。なお，全

体のせん断ひずみ γ は面材のせん断ひずみ（γs）と釘接合部のすべりによる枠組のせ

Table 4.7 Results of Shear tests of joints. 

n
Ave. C.V. Ave. C.V. Ave. C.V. Ave. C.V. Ave. C.V.

Nail 6 1.20 0.07 0.67 0.08 1.18 0.15 1.08 0.06 25.9 0.31
Screw 6 2.75 0.06 1.28 0.12 0.48 0.16 2.43 0.08 2.7 0.13

P max P y K P u μ

Legend：Pmax ，Py ，Pu ：See Table 4.6.
K：Initial stiffness(kN/mm)，μ：Ductility factor. 

Fig. 4.10. Load－slip curves of single shear joints 
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ん断ひずみ（γN）とを重ね合わせたものとした。  

4.3.2.4.2 面材の配置を考慮した推定式  

上記推定式は一枚の面材と軸組材とからなる構面についてのものである。Fig. 4.11

のように複数の面材から構成される構面については，上下方向における各層のせん

断変形角が等しいと仮定して，前節の式に基づいて各面材ごとに求めたせん断力を

以下のように合成し，全体のせん断力 P とした 51)。  

∑
∑

                          … 4.35  

455 タイプでは，6 枚とも同じ高さかつ同じ釘配置であることから，Pi はすべて P1

として一定である。したがって，  

                            … 4.36  

一方 910 タイプでは，構面中段については左右同仕様なので P2	 	2P2A，また上下

部分同士も同じ仕様であることから P1	 	P3 である。したがって，全体のせん断力は

以下のように表される。  

2
3

                       … 4.37  
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4.3.2.4.3 推定結果  

4.3.2.4.3.1 単一面材での神谷式と Tuomi 式の比較  

釘の一面せん断試験結果を用いて神谷式と Tuomi 式に基づいて求めたコーナー釘

のすべり量 δc，すべり方向tan および面材のせん断力 p を 3 種類のボード

サイズごとに Table 4.8 に示す。なお神谷式では変形の進行に伴いすべり方向が変化

するため，ここでは 1/150rad 時について示した。計算の結果，神谷式によるすべり

方向は Tuomi が仮定する対角方向よりも長辺方向にシフトしており，その差は

910×910mm のものがもっとも大きかった。またコーナー釘のすべり量は Tuomi 式の

ほうが小さいが，全釘のすべり量の総和は Tuomi 式のほうが大きく，このため同じ

変形角で比較すると Tuomi 式での面材のせん断力 p は過大に計算されることとなる。

このせん断力の差はすべり方向の差が大きいほど増加しており，また Fig. 4.12 に示

すように塑性域への移行に伴い大きくなる。  

このことから，釘配列が左右上下で対象でない場合は，Tuomi の仮定による推定方

法はせん断性能を過大に評価する場合があることが明らかとなった。  

 

Table 4.8 Comparison of values calculated by Kamiya’s theory and 

Tuomi’s theory at 1/150rad. 

δ c tanθ p δ c tanθ p δ c tanθ p
Kamiya 1.46 0.159 3.29 2.75 0.246 5.75 2.36 0.347 3.43
Tuomi 1.46 0.250 3.33 2.68 0.500 6.00 2.12 1.000 4.02

455×1820mm 910×910mm910×1820mm

Legend：δc：slip of corner nail (mm)，θ：slip direction of corner nail，p：
load of single particle board(kN) 

Fig. 4.12 Simulated load－strain curves of single particleboards 
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4.3.2.4.3.2 実大床構面での推定  

神谷式を用いて推定した床構面全体の荷重－変形角曲線を実測値と併せて Fig. 4.13

に示す。また Tuomi 式による推定曲線も同図に併せて示す。N455 については比較的

精度よく推定が可能であり，また N910 についても 大荷重がやや低く計算されたも

のの傾向はおおむね一致した。実験値のほうがやや大きい荷重値となった理由とし

て，接合部実験ではボードと軸材との摩擦を排除したものの実大実験では排除し切

れなかったこと，およびボード同士の接触による摩擦の効果が挙げられる。  

一方，ビスを用いた場合は釘の場合よりも推定精度は低く，特に V910 は 大荷重

の実験値が推定値を大きく下回っていた。この理由として接合部のビスの破断荷重

に達する前にパンチングアウトやボードの縁切れが多く発生したことが挙げられる。  

これは接合部試験ではボードの端距離を 30mm と十分な距離をとったのに対し，

実大試験体では 20mm 程度しか確保されていなかったためである。構造用木質面材

の許容マージンは釘径の 6 倍が適当との報告 87)があるが，実大実験はこの条件を満

足しているものの，ビスの場合は 大荷重が同径の釘よりも大きいため，より大き

なマージンが要求されると考えられる。  

面材の張り方で比較すると，455 タイプは 910 タイプに比べてせん断性能が低下す

ることが計算から明らかになり，実験結果とも一致している。釘総本数はほぼ同じ

であるにも関わらず 大荷重の推定値は 6 割以下となっており，455 タイプは軽量化

と可搬性の向上が計られるものの，強度的にはそれほどの効果は発揮されていない。

なお γs が全体の変形に占める割合は，計算によると 1/150rad 時で 2%以下であること

から，構面の変形性能は釘またはビス接合部のせん断変形が支配的であると考えら

れる。  
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このように，木質面材料を釘打ちした接合部の荷重－すべり量の関係および木質

面材料のせん断弾性係数を実験で求め，既往の研究に基づき，構面のせん断変形挙

動の推定を行った結果，釘仕様では終局状態まで実験値とよく一致した。ただし，

接合部試験と構面試験とで釘打ちの縁端距離が異なっていると接合部の終局的な挙

動が異なる場合があり，その場合の 大耐力以降の推定精度は低下した。 

Fig. 4.13 Observed and estimated load –shear strain curves 
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4.3.3 釘配置や面材のせん断性能が構面のせん断性能に及ぼす影響  

面材釘打ち構面のせん断性能は，釘のピッチや配置，釘接合性能だけでなく面材

自体のせん断性能も影響を及ぼす。そこで，4.2 で示した力の釣合いにより面材の回

転方向を決める考え方に基づき，釘ピッチや面材のせん断弾性係数が変化した場合

に面材釘打ち構面のせん断性能にどれだけ影響を及ぼすのかについてシミュレー

ションを実施した。  

対象とした耐力壁は Fig. 4.14 に示すような 900×2700mm のモデルであり，釘は外

周部のみに打つものとした。  釘ピッチは 300，150，100，50mm とし，面材と釘接

合部とが負担する荷重の割合を変化させた。シミュレーションのもととなる釘接合

部の荷重－すべり曲線（Fig. 4.15）には，釘を CN50（直径 2.87mm，長さ 50mm），

側材を 9mm 針葉樹合板，主材をエゾマツ製材とした試験データを用いた。  

一方，面材のせん断弾性係数 G は，通常の合板の値として 500 (N/mm2)，十分に剛

である場合を仮定して無限大，劣化によって剛性が低下した場合の値として 250 

(N/mm2)を設定した。  

Fig. 4.15 Shearing test of nailed joint 

and observed load-slip curve 

Fig. 4.14 Specification 

of sheath wall 
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計算の結果を Fig. 4.16 に示す。釘ピッチを小さくする（＝釘本数を増やす）こと

によって同じ変形角での荷重が大きくなる傾向は明らかであるが，釘ピッチが大き

いものでは G の値による差がほとんど認められないのに対して，ピッチが小さくな

るにつれて差が大きくなっている。これは，ピッチが大きい場合は，壁のせん断変

形のほとんどが釘接合部の変形に占められているが，ピッチを小さくする（釘本数

を増やす）ことによって，釘変形の占める割合が小さくなり，その分面材のせん断

変形が占める割合が大きくなるためである。壁倍率を試算した結果を Table 4.9 に示

す。釘ピッチが 100mm 以上の場合は G が変化しても壁倍率決定因子である降伏耐力

は変化しなかったために壁倍率も変化しなかったが，釘ピッチ 50mm の場合のみ，

壁倍率決定因子が 1/150rad の荷重値に移行したため，G が低下した場合の壁倍率は

低下していた。  

  

Fig. 4.16 calculated Load-Shear strain curves. 
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Table 4.9 Simulated racking performance of shear wall. 

Nail pitch
Shear modulus of

elasticity of
wooden-panel

Maximum
strength

Yield
strength

Ultimate
strength

Maximum
strength ×2/3

Strength at
1/150rad

Multiplier of
shear wall

(mm) (N/mm
2
) (kN) (kN) (kN) (kN) (kN)

∞ 4.3 1.89 3.33 2.88 2.47 1.07
500 4.3 1.89 3.11 2.88 2.39 1.07
250 4.3 1.89 2.94 2.88 2.31 1.07
∞ 8.6 3.76 6.60 5.73 4.89 2.13
500 8.6 3.76 5.81 5.73 4.58 2.13
250 8.6 3.76 5.27 5.73 4.29 2.13
∞ 12.9 5.62 9.89 8.57 7.32 3.19
500 12.9 5.62 8.27 8.57 6.64 3.19
250 12.9 5.63 7.30 8.57 6.02 3.19
∞ 25.7 11.24 19.76 17.14 14.63 6.37
500 25.7 11.24 14.58 17.14 12.03 6.37
250 25.7 11.24 12.24 17.14 9.41 5.33
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150
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4.3.4 生物劣化が面材釘打ち構面のせん断性能に及ぼす影響  

4.3.4.1 構面全体が一様に腐朽した場合  

腐朽によって釘接合部のせん断性能が構面全体で一様に低下した場合を想定して，

構面のせん断変形挙動の推定を行った。Fig. 4.17に示すように，腐朽によって釘接合

部の性能が健全時の0.5，0.333倍に低下したと仮定し，荷重－すべり曲線をY方向に

0.5，0.333を乗じた性能になると仮定した。これらの荷重－すべり曲線を用いて，前

節で示した耐力壁の仕様のうち釘ピッチ50mmの場合について計算した結果をFig. 

4.18およびTable 4.10に示す。これをみると耐力壁の荷重－変形角曲線がそのままの

比率で下側へ移動しており，降伏耐力および壁倍率も比率に応じて低下している。

このように，釘接合部の性能の変化は，釘配置に関わらず，壁全体の性能に直接的

に影響を及ぼすことが確認できる。  

したがって，仮に釘接合が構面全体で一様に性能低下した場合は，構面のせん断性

能も釘接合の性能低下と同じ比率で低下すると考えられる。  

 

 

 

Fig. 4.17 Load-slip curves of 

nailed joints. 

Fig. 4.18 Load-shear strain 

curves of shear walls nailed joints. 
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4.3.4.2 構面の一部に生物劣化が発生した場合  

前節では，構面全体が一様に腐朽した場合を想定して解析を行ったが，実際の構

造物では構面が一様に腐朽するとは考え難く，一般には土台や柱脚部での腐朽が観

察されることが多い。そこで 4.2.3 で示した解析手法を用いて，面材張り耐力壁に部

分的に生物劣化が生じた場合の耐力低下について試算を行った。ただし柱頭柱脚の

固定はピン接合を維持したままと仮定して解析を行った。  

生物劣化が生じていない健全なものをコントロールとして，劣化が生じた度合い

を以下の 5 段階設定した。  

レベル 1：土台材に打たれた接合部が劣化  

レベル 2：土台材および柱脚の下側 30cm が劣化  

レベル 3：土台材の釘が無効かつ柱脚の下側 60cm が劣化  

レベル 4：土台材および片側柱脚の下側 60cm が無効  

レベル 5：土台材および両柱脚の 90cm が無効  

 

対象とした耐力壁の仕様を Fig. 4.19 に示す。  

シミュレーションに用いた釘接合部の荷重－すべり量の関係は，第 3 章で実施し

た実験で得られたデータを用いた。健全な接合部についてはコントロール材での

データ（Pmax=1.43, Py=0.73kN）を，劣化した接合部については，オオウズラタケで

Table.4.10 Racking performance of shear walls. 

Note: each value in parenthesis is ratio to value of control. 

control 20.60 (1.00) 8.99 (1.00) 13.71 (1.00) 11.70 (1.00) 5.10 (1.00)

0.5 10.30 (0.50) 4.50 (0.50) 6.86 (0.50) 5.85 (0.50) 2.55 (0.50)

0.333 6.87 (0.33) 3.00 (0.33) 4.57 (0.33) 3.90 (0.33) 1.70 (0.33)

Multiplier of
shear wall

reduction
ratio

(kN) (kN) (kN) (kN)

Maximum
strength

Yield strength
Maximum

strength ×2/3
Strength at
1/150rad
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90 日間腐朽させた場合のデータ（Pmax=0.40, Py=0.23）を用いて，Fig. 4.20 に示すよ

うな，1mm までは 0.1mm 刻み，5mm までは 1mm 刻み，それ以降は 5mm 刻みで作製

した骨格曲線を用いた。さらに腐朽が進行して釘接合性能が全く失われた部分につ

いては，そこに釘が打たれていないものとして解析を進めた。  

なお，ここでは面材自体のせん断変形を加味せずに比較を行った。  

シミュレーション結果を Fig. 4.21 に示す。また完全弾塑性モデル化によって評価

した降伏耐力等を Table 4.11 に示す。Fig. 4.21 を見ると，腐朽が激しくなるに連れて，

同じ変形角で比較した時の耐力は小さくなる傾向が見て取れる。また耐力壁として

Fig. 4.20 Load-Slip curves of nailed joint with plywood. 
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Fig. 4.19 Specification of shear wall model. 
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の評価値である壁倍率も低下する傾向が認められた。なお壁倍率はいずれも Py に

よって決定されていた。  

また，変形角が 1/30rad 時の回転中心の位置と端部の釘の座標変位量を Fig. 4.22 に

示す。このように，土台近傍が腐朽することによって，回転中心は上側に移動する

とともに，釘のすべり量は下側のほうが大きくなる傾向が確認された。  

また筋かい壁の場合と比較すると，土台側の接合部の剛性・耐力低下が壁全体の

性能に及ぼす影響は，面材壁よりも筋かい壁のほうが大きいと考えられる。  

Table 4.11 Result of simulation

Pmax：Maximum strength (kN)，Py：Yield strength (kN)，K：Initial stiffness 

(kN/rad)，Pu：Ultimate strength (kN)，Ds：Structural factor (=1/ 2 1)，μ：

Plasticity factor，Pγ=1/150：strength at 1/150rad (kN)，N：Shear wall multiplier，R：

P max P y K P u D s P u(0.2/D s) 2/3P max P γ =1/150 N R

13.90 7.00 2.17 12.10 0.259 9.34 9.27 8.50 3.92 1.00
1 12.50 6.40 2.17 11.00 0.243 9.05 8.33 7.90 3.59 0.91

2 11.20 5.90 2.12 9.90 0.231 8.57 7.47 7.40 3.31 0.84

3 9.30 5.00 1.90 8.30 0.218 7.61 6.20 6.40 2.80 0.71

4 9.90 5.00 1.58 8.60 0.271 6.35 6.60 6.10 2.80 0.71

5 7.50 3.80 1.16 6.60 0.249 5.30 5.00 4.50 2.13 0.54

Control

Degraded
level

Fig. 4.21 Simulated load-shear strain curves 

0

10

20

L
oa
d 
(
kN
)

10 20 30 40

Shear strain (×10-3rad)

50 60 70

Control
Level 1
　〃　2
　〃　3

　〃　5
　〃　4



 

 

 

83 

 

 

 

 

 

 

  

(6.0,12.9)

(-6,-12.9) (-9.2,-12.1)

(7.2,12.1)

(450,1515.7)
(450,1350)

(-11.8,-11.6)

(7.4,11.6)

(450,1658.7)

(6.9,-9.8) (6.9,13.4)

(-12.5,-9.8) (-12.5,13.4) (-23.7,-9.5)

(450,1996.2)

(378.8,1736.7)
(450,1851.3)

(-17.9,-10.5)

(8.2,10.5) (8.4,9.5)

Control Level 1 Level 2 

Level 3 Level 4 Level 5 

Fig. 4.22 Center position of rotation and slip of corner nails at 1/30rad. 
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4.4 小括 

第 4 章では，生物劣化が耐力構面のせん断性能に及ぼす影響を検討することを目

的として，筋かい耐力壁および面材釘打ち構面を対象として検討を行った。 

筋かい耐力壁の場合，筋かいの負担する軸力の方向によって傾向が異なっていた。

圧縮筋かいの場合は，健全時には筋かいの座屈によって耐力は決定されていたが，

生物劣化が生じたときは柱脚引き抜きによって耐力は決定された。一方，引張筋か

いの場合は，健全時，腐朽時ともに柱脚引き抜きによって決定されていた。また耐

力の低下率は，接合部の劣化率と同じ比率であった。これに対して，水平剛性は圧

縮筋かい，引張筋かいとも劣化による剛性残存率はほぼ同じ値を示した。ただし耐

力の低下傾向と異なり，土台側の接合部剛性が 50%に低下しても，筋かい壁として

の水平剛性は 50%までは低下せず，このモデルの場合は 75%の低下率となった。な

お筋かい壁はトラス構造であることから接合部耐力の低下は致命的であり，十分に

余裕を持たせた接合部設計が必要であると考えられる。 

面材釘打ち構面の場合，すべての釘接合部が同じすべり特性を有すると仮定して

構面のせん断変形挙動を推定する従来の手法の妥当性を，パーティクルボードを釘

打ちした床構面の面内せん断試験によって検証した。この結果を踏まえて，釘打ち

の間隔や釘接合部のせん断性能または木質面材料の面内せん断剛性を変えた場合の

せん断変形挙動のシミュレーションを行った結果，一般的な仕様では木質面材料の

面内せん断剛性の変化によってはそれほど壁の変形性状は影響を受けず，釘ピッチ

や釘接合部のせん断性能のほうが大きく影響を及ぼすという解析結果が得られた。 

さらに本章では，上述した理論を拡張し，異なるすべり特性を有する釘接合が混

在する場合の耐力推定手法を導いた。この手法を用いて，900×2700mm の面材張り

耐力壁を対象に，釘接合せん断性能が部分的に低下もしくは完全に性能が失われた

としてシミュレーションを行った。その結果，土台材および両柱脚部の 90cm の範囲
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が腐朽した場合，柱頭柱脚の接合がピン接合を維持したままであったと仮定しても，

壁倍率は健全な場合の半分程度にまで低下することが示された。筋かい耐力壁と面

材釘打ち耐力壁とを比較すると，腐朽による釘接合部の性能低下が構面のせん断性

能に及ぼす影響は筋かい耐力壁のほうが大きいと判断された。 

なお，一般に枠組壁工法で使用される 204，206 材などのディメンションランバー

は厚さが 38mm であり，在来軸組構法で使用される部材に比べて断面寸法が小さい

ため，腐朽による釘接合部の強度低下は枠組壁工法のほうが大きいと予想される。

しかし一方で，枠組壁工法は複数本のスタッドで面材釘打ち耐力壁が構成されるた

め在来軸組構法よりもマルチプル効果が大きく，一部のスタッドが腐朽しても他の

スタッドが荷重を再分担し，耐力を維持することが可能であると考えられる 95)。こ

れらのことから，面材釘打ち壁については在来軸組構法と枠組壁工法とで耐朽性に

大きな差はないのではないかと考えられる。 
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第 5 章 生物劣化が木質構造物の耐震性能に及ぼす影響 

5.1 はじめに 

木造住宅に腐朽が発生した場合，その腐朽の度合いや発生範囲に目が向けられが

ちだが，建物の耐震性能を考える上では腐朽が建物のどの位置で発生したのかとい

う情報がより重要である。発生場所によって建物全体に及ぼす影響は異なり，また

耐震補強の要不要や目標補強レベルの判断にも影響を及ぼす。  

例えば柱と土台を繋ぐ接合部に腐朽が発生した場合，その柱が非耐力壁に取り付

いている場合は耐震性能にはほとんど影響を及ぼさないと考えられるが，高耐力な

仕様の壁に取り付いている場合は地震時に大きな軸力を負担するため，建物全体の

耐震性能の低下に直結する。また外周部であれば，耐力壁の配置のバランスが失わ

れて建物全体がねじれやすくなる危険性もある。  

数十年にわたって構造躯体に劣化が生じない状態を保ち続けることは現実には困

難であり，万が一腐朽が発生した場合にどの程度耐震性能が低下するのかを知って

おくことは耐震診断や耐震補強をすすめる上で非常に重要である。そのためには，

部材や接合部，耐力壁といった耐力要素から，実際の住宅へと対象を拡大した検討

が必要となる。  

そこで第 5 章では，これまで検討してきた釘接合部や面材釘打ち構面の生物劣化

と耐力との関係を用いて，生物劣化が木質構造物全体の耐震性能にどのように影響

を及ぼすかを検討するために，2 階建て木造住宅のモデルプランを対象に，壁量計算

による初期設計を行うとともに，耐力壁および柱脚接合部の耐力が腐朽によって低

下した場合の残存耐力評価を行った。また長期優良住宅のように耐震等級を高めて

設計された場合についても同様に検証し比較することによって，生物劣化が生じた

後に必要 小限の性能を有するのに必要な初期設計時の耐震性能について検討した。  
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5.2 モデルプランの概要 

モデルプランでは総 2 階建ての木造住宅を対象とした 95)。各階の平面図を Fig. 

5.1 に示す。 

Fig. 5.1 Floor plan. 
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5.3 壁量計算による初期設計 

5.3.1 地震に対する必要壁量  

2 階建て以下，延べ床面積 500m2 以下の木造住宅では，建築基準法施行令 46 条に

基づき，壁量計算と呼ばれる簡易な確認計算を行うことによって設計することが可能

である。地震力に対する必要壁量は，床面積に係数を乗じて求められるが，その係数

は建物の階数や該当する階，さらには屋根が重いか軽いかに応じて定められている。 

しかし施行令では積雪荷重による割り増しがないため，多雪地域では基準法に則った

だけでは安全が確保されているとは言いがたい 96)。 

これに対して，枠組壁工法に関しては国土交通省告示 97)により，多雪区域での壁率

が一般地域（垂直 深積雪量 1m 以内）とは別に定められており，積雪荷重を考慮さ

れている（一般地域の壁率は建築基準法と等しい）。また平成 11 年に施行された「住

宅の品質確保の促進等に関する法律」98)（以下，品確法）の性能表示でも，積雪荷重

が考慮されている。品確法の性能表示は住宅の諸性能を等級で示しており，構造安定

に関する表示項目のうち耐震等級については，構造躯体の倒壊防止・損傷防止の性能

に対して等級 1～3 が設定されている。ここで等級 1 は建築基準法レベル，等級 2 は

その 1.25 倍，等級 3 は 1.5 倍の外力レベルに対して設計されているものが該当する。

なお長期優良住宅 99)で必要とする耐震性能は品確法の耐震等級 2 とされている。参考

までに Table 5.1 に積雪量に応じた等級ごとの必要壁量を求めるための係数を示す。 

以上の現状を鑑み，この先の考察をすすめるために，まず積雪荷重が考慮されて

Table 5.1 Required shear wall length for seismic force（cm/m2）  

1m 2m 1m 2m

light 45×K1×Z 54×K1×Z （45×K1＋16）Z （45×K1＋32）Z （54×K1＋20）Z （54×K1＋39）Z

heavy 58×K1×Z 69×K1×Z （58×K1＋16）Z （58×K1＋32）Z （69×K1＋20）Z （69×K1＋39）Z

light 18×K2×Z 22×K2×Z 34×K2×Z 50×K2×Z 41×K2×Z 60×K2×Z

heavy 25×K2×Z 30×K2×Z 41×K2×Z 57×K2×Z 50×K2×Z 69×K2×Z
2nd floor of 2-story

K1＝0.4＋0.6Rf　，K2＝1.3＋007/Rf　，Rf＝2nd floor area/1st floor area，

Z：coefficient of regional difference for earthquake（Sapporo 0.9，Aasahikawa 0.8)

grade 2
grade 2 grade 3

1st floor of 2-story

specification of roof
little snow fall region heavy snow fall region

grade 2
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いる品確法の耐震等級 2，3 及び等級 2 に対応する必要壁量係数を 1.25 で除すること

によって，積雪地の基準法レベルに相当する等級 1 での必要壁量係数を換算するとと

もに，各等級の必要壁量係数と基準法および枠組壁工法告示で示されている必要壁量

係数との比較を行った。必要壁量係数を算出する際の条件として，地震力係数を 0.9

（札幌），屋根の重量は軽い仕様として設定した。一般地域および多雪地域（積雪量

は 1，1.5，2m）ごとの計算結果を Table 5.2 に示す。 

 

 

Note: 

HQAA：Housing Quality Assurance Act. 

2×4： Notification of Ministry of Land, Infrastructure, Transport and 

Tourism about for two-by-four construction. 

BSA：Building Standards Act.

Table 5.2 Comparison of multiplier for floor area against to seismic 

force (for light weight roof). 

1st floor 2nd floor

HQAA grade 3 19.8 49.5 27.1

　　　　〃　　　2 16.2 40.5 22.2

　　　　〃　　　1 13.0 32.4 17.8

2×4 11 29 15

BSA 11 29 15

HQAA grade 3 36.9 66.6 50.6

　　　　〃　　　2 30.6 54.9 41.9

　　　　〃　　　1 24.5 43.9 33.5

2×4 25 43 33

HQAA grade 3 45.5 75.2 62.3

　　　　〃　　　2 37.8 62.1 51.8

　　　　〃　　　1 30.2 49.7 41.4

2×4 32 50 42

HQAA grade 3 54.0 83.7 74.0

　　　　〃　　　2 45.0 69.3 61.7
　　　　〃　　　1 36.0 55.4 49.3

2×4 39 57 51

grade

multiplier for floor area against to earthquake

one-story
two-story

general region

heavy snow fall
region (1m)

heavy snow fall
region (1.5m)

heavy snow fall
region (2m)

region
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換算した等級 1 での必要壁量係数と枠組壁工法での必要壁量係数とを比較すると，

積雪が 1.5m であれば両者はほぼ一致するが，それより積雪が少なければ等級 1 のほ

うが多く，逆に積雪が 2m になると等級 1 のほうが少なくなることが示された。 

これらの検討結果を踏まえて，今後の考察では品確法の各等級に要求される性能を

もとに初期設計を行うこととした。 

まず品確法の等級ごとに地震力に対する必要壁量を計算した結果を Table 5.3 に示

す。計算にあたり，本モデルプランでの床面積は 1,2 階とも 9.10×6.37＝57.97 m2 と

した。 

 

Table 5.3 Required shear wall length for seismic force. 

grade floor multiplier
floor area

(m
2
)

cm to meter
shear wall length

(m)

1st floor 47.4 27.5

2nd floor 38.3 22.2

1st floor 59.2 34.3

2nd floor 47.8 27.7

1st floor 71.7 41.6

2nd floor 57.6 33.4

1

2

3

0.0157.97× × =
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5.3.2 風圧力に対する必要壁量  

風圧力については，品確法の耐風等級では建築基準法を満足した程度を等級 1 と

し，その 1.2 倍の性能を満たすものを等級 2 としている。ただし耐震等級と異なり等

級 3 は設定されていない。長期優良住宅では耐震等級と同様に耐風等級についても

等級 2 を要求している。Fig. 5.2 に建物の見付面積を，Table 5.4 に等級 1 および 2

の風圧力に対する必要壁量を示す。 
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Fig. 5.2 Projective area

Table 5.3 Required shear wall length for wind force. 

area multiplier cm to meter required wall length

(m
2
) (cm/m

2
) (m/m

2
) (m)

2nd 14.68 ＝ 7.34
1st 31.88 ＝ 15.94
2nd 31.93 ＝ 15.97
1st 56.51 ＝ 28.26
2nd 14.68 ＝ 8.81
1st 31.88 ＝ 19.13
2nd 31.93 ＝ 19.16
1st 56.51 ＝ 33.91

× 50 × 0.01

× 60 × 0.01

floor

1
X

Y

grade direction

2
X

Y
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5.4 品確法の等級 1（基準法レベル）に対応する壁量設計 

5.4.1 耐力壁の仕様と壁倍率  

まず，品確法の等級 1 に対応するよう壁量設計による初期設計を行った。本モデ

ルプランでは，外壁に構造用合板(厚さ 9mm)と石こうボード（同 12.5mm）を併用

し，内壁には石こうボードを両面張りで使用した耐力壁の仕様とした。それぞれの

釘打ち仕様と壁倍率を Table 5.4 に示す。なお品確法の性能表示においては準耐力壁

も加味して評価することが可能であるが，本考察では耐力壁のみを対象として設計

を行った。 

 

5.4.2 存在壁量の算定と検証  

Fig. 5.3 に初期設計時の耐力壁の配置を示す。また Table 5.5 に存在壁量の算定値

を，Table 5.6 に存在壁量と各等級の必要壁量とを比較した結果を示す。 

Fig. 5.3 Placement of shear walls for HQAA grade 1. 

Y0

Y1

Y2

Y3

Y4

Y5

Y6

Y7

X0 X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10

1st floor

Y0

Y1

Y2

Y3

Y4

Y5

Y6

Y7

X0 X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10

2nd floor

Legend：  ：3.5 of shear wall multiplier， ：2.0 

Table 5.4 Specification of shear wall and shear wall multiplier. 

wall board nailing specification
plywood (t=9mm, single face) N50@150 to column, stud and beam 2.5

gypsum board (t=12.5mm, single face)
GNF40 or GNC40@150 to culumn,
stud and beam

1.0

inner wall gypsum board (t=12.5mm, double face) same as above 2.0 2.0

shear wall multiplier

outer wall
total
3.5
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計算で示されたように，本モデルプランは品確法の等級 1 を満足するが， 1 階 Y

方向の壁量不足のため等級 2 には至らない性能として初期設計されていることが確

認された。 

5.4.3 壁配置のバランスの検証  

壁配置の釣り合いの良否を評価する指標として，重心と剛心の位置から計算され

る偏心率がある。建築基準法では，木造住宅の場合は偏心率を 0.3 以下にすることが

求められているが計算がやや複雑なため，簡易的な評価方法である「四分割法」も

Table 5.5 Existing shear wall length.

direction floor multiplier length

3.5 × 10.92 m ＝ 38.2 m

2.0 × 5.46 m ＝ 10.9 m

49.1 m

3.5 × 9.10 m ＝ 31.9 m

2.0 × 5.46 m ＝ 10.9 m

42.8 m

3.5 × 7.28 m ＝ 25.5 m

2.0 × 7.28 m ＝ 14.6 m

40.0 m

3.5 × 7.28 m ＝ 25.5 m

2.0 × 2.73 m ＝ 5.5 m

30.9 m

X

2nd floor

total of shear wall length

1st floor

total of shear wall length

Y

2nd floor

total of shear wall length

1st floor

total of shear wall length

Table 5.6 Comparison of existing shear wall length and required shear 
wall length of each grade. 

existing shear
wall length

(m)
required shear
wall length(m)

judgement
required shear
wall length(m)

judgement
required shear
wall length(m)

judgement

earthquake 22.2 27.7 33.4

wind 7.3 8.8 -

earthquake 27.5 34.3 41.6

wind 15.9 19.1 -

earthquake 22.2 27.7 33.4

wind 16.0 19.2 -

earthquake 27.5 34.3 41.6

wind 28.3 33.9 -

direction floor

49.1

42.8

40.0

30.9

X

Y

2

1

2

1

grade 1 grade 2 grade 3

OK

OK

OK

OK

OK

OK

OK

NG

OK

OK

OK

NG
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同法で定められている。ここでは両方の方法で評価を行った。なお品確法において

は基準法を満足することが求められている。 

5.4.3.1 四分割法  

Table 5.7 に，4 分割法で必要とされる壁量を示す。また Table.5.8 に存在する壁量

を示す。 

Table 5.7 Required shear wall length by four-division method 

floor area multiplier cm to meter required shea wall length

(m
2
) (cm/m

2
) (m/m

2
) (m)

north side 14.49 × ＝ 5.55

south side 14.49 × ＝ 5.55

north side 14.49 × ＝ 6.87

south side 14.49 × ＝ 6.87

west side 14.49 × ＝ 5.55

east side 14.49 × ＝ 5.55

west side 14.49 × ＝ 6.87

east side 14.49 × ＝ 6.87

Y

2 38.27 × 0.01

1 47.38 × 0.01

floor end part

X

2 38.27 × 0.01

1 47.38 × 0.01

direction

Table 5.8 Existing shear wall length calculated by four-division 
method. 

direction floor end part multiplier length shear wall length

3.5 × 3.64 m ＝ 12.7 m

2.0 × 0.9 m ＝ 1.8 m

14.6 m

3.5 × 3.64 m ＝ 12.7 m

2.0 × 0.9 m ＝ 1.8 m

14.6 m

3.5 × 3.64 m ＝ 12.7 m

2.0 × 0.9 m ＝ 1.8 m

14.6 m

3.5 × 3.6 m ＝ 12.7 m

2.0 × 0.9 m ＝ 1.8 m

14.6 m

3.5 × 3.6 m ＝ 12.7 m

2.0 × 0.9 m ＝ 1.8 m

14.6 m

3.5 × 3.64 m ＝ 12.7 m

2.0 × 0.9 m ＝ 1.8 m

14.6 m

3.5 × 3.64 m ＝ 12.7 m

2.0 × 0.9 m ＝ 1.8 m

14.6 m

3.5 × 3.6 m ＝ 12.7 m

2.0 × 0.9 m ＝ 1.8 m

14.6 m

Y

2

west side

total of existing shear wall length

east side

total of existing shear wall length

1

west side

total of existing shear wall length

east side

total of existing shear wall length

X

2

north side

total of existing shear wall length

south side

total of existing shear wall length

1

north side

total of existing shear wall length

south side

total of existing shear wall length
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4 分割法では，（側端部分の存在壁量÷側端部分の必要壁量）で計算される壁量充

足率が 1.0 を上回っているかどうかを確認する。Table 5.9 に存在壁量と必要壁量と

を比較した結果を示す。 

 

いずれも充足率は 1.0 を上回っており，耐力壁の配置は建築基準法を満たしている

ことが確認された。 

なお，南北のどちらか，または東西のどちらか一方でも 1.0 を下回っている場合は，

（存在壁量÷必要壁量）で求められる壁量充足率が，東西および南北それぞれについ

て 0.5 以上 2.0 以下であることを確認すれば OK となる。 

5.4.3.2 偏心率  

先述した通り，壁配置の釣り合いの良否は偏心率で評価することが望ましい。一

般には簡易法である 4 分割法での評価が基準を満たしていれば偏心率も 0.3 以下とな

ると言われているが，壁配置が不整形な場合はこの関係が成り立たないこともある

ことから，偏心率についても算出した。 

まずは剛心 G の座標（Gx，Gy）を以下の式から求める。 	

通りごとの耐力要素の合計 X軸からの距離 の合計

その階の耐力要素の剛性の総和
   … 5.1  

Table 5.9 Fill rate of shear wall length of four-division method. 

existing shear wall
length

required shear wall
length

fill rate judgement

(m) (m)

north side 14.56 ÷ 5.55 ＝ 2.63 ＞ 1.0（O.K.）

south side 15.93 ÷ 5.55 ＝ 2.87 ＞ 1.0（O.K.）
north side 19.11 ÷ 6.87 ＝ 2.78 ＞ 1.0（O.K.）
south side 12.74 ÷ 6.87 ＝ 1.86 ＞ 1.0（O.K.）
west side 12.74 ÷ 5.55 ＝ 2.30 ＞ 1.0（O.K.）
east side 12.74 ÷ 5.55 ＝ 2.30 ＞ 1.0（O.K.）
west side 12.74 ÷ 6.87 ＝ 1.86 ＞ 1.0（O.K.）
east side 12.74 ÷ 6.87 ＝ 1.86 ＞ 1.0（O.K.）

direction floor end part

X
2

1

Y
2

1
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通りごとの耐力要素の合計 Y軸からの距離 の合計

その階の耐力要素の剛性の総和
   … 5.2  

続いて重心と剛心の距離を X，Y 方向についてそれぞれ求める。なお建物の重心は，

正確には鉛直荷重の分布で異なるが，ここでは概略的に図心とする。 

Y座標距離 重心 Y座標 剛心 Y座標       … 5.3  

X座標距離 重心 X座標 剛心 X座標       … 5.4  

続いて弾力半径を X,Y 方向についてそれぞれ以下の式から求める 

X方向の弾力半径
ねじり剛性

X方向の剛性の和
          … 5.5  

Y方向の弾力半径
ねじり剛性

Y方向の剛性の和
          … 5.6  

ここで，ねじり剛性は次式で求める。 

ねじり剛性 ∙ ∙              … 5.7  

ここで， 	

DX，DY：各方向の通り剛性 	

X，Y：剛心から DX，DYまでの距離 	

偏心率は次の式から計算される。 

重心と剛心の Y座標距離

X方向の剛性の和
              … 5.8  

重心と剛心の X座標距離

Y方向の剛性の和
              … 5.9  

Table 5.10 に，各階・各方向の偏心率を示す。 
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これより，偏心率においても基準を満足することが確認された。 

5.4.4 柱頭柱脚接合部の引抜き力の検証  

柱頭柱脚接合部の引抜き力は，N 値計算に基づき以下のように計算される 100)。 

1.96                      … 5.10  

ここで， 

T：引抜き力（kN），N：N 値，H：当該階の階高（m），1.96：N 値に対応する単

位長さ当たりの係数（kN/m） 

平屋建ての柱または 2 階建ての 2 階の柱の N 値は以下の式で計算される。 

N ≧ A1 B1 L                        … 5.11  

ここで， 

A1：両側の壁倍率の差 

B1：周辺の部材による押さえ（曲げ戻し）の効果を表す係数で，出隅の柱におい

ては 0.8，その他の柱においては 0.5 とする 

L：鉛直荷重による押さえの効果を表す係数で，出隅の柱においては 0.4，その他

の柱においては 0.6 とする 

2 階建ての 1 階の柱の N 値は以下の式で計算される。 

N ≧ A1 B1 A2 B2 L                   … 5.12  

ここで， 

 A1,B1：①に同じ 

Table 5.10 Eccentricity of shear wall placement. 

e K R r e R e

(cm) (kN・cm
2
) (cm) (-)

2 -24.8 1.71E+07 422 0.02 ＜ 0.3（OK）

1 -10.7 1.66E+07 445 0.12 ＜ 0.3（OK）

2 -9.3 1.71E+07 467 0.05 ＜ 0.3（OK）

1 51.3 1.66E+07 523 0.02 ＜ 0.3（OK）

direction floor judgement

X

Y
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 A2：上階柱の両側の壁倍率の差 

 B2：出隅の柱においては 0.8，その他の柱においては 0.5 とする 

 L：出隅の柱においては 1.0，その他の柱においては 1.6 とする 

計算にあたり，階高は 1，2 階とも 2.73m とした。 

 

計算結果を Table 5.11 に示す。もっとも大きな引抜き力が発生するのは，1 階の

出隅の 4 本の柱であり，N 値は 4.6 であった。Table 5.12 に N 値に対応する引抜き

力および接合部仕様を示す。例えば N 値が 4.6 の場合の必要引抜き耐力は 25kN と

なり，ホールダウン金物 HD-B25 を選択する必要がある。 
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Table 5.11 Multiplying factor of column base joint. 

column of upper floor

X Y
outside corner：○

the others：☓

outside corner：○

the others：☓

no clolumn：-
X direction Y direction

0 0 ○ 3.5 3.5 3.5 3.5 0.8 0.4 0 0 0 2.4 2.4 2.4
1 0 ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 0.6 0 0 0 1.15 -0.6 1.15
3 0 ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 0.6 0 0 0 1.15 -0.6 1.15
5 0 ☓ 3.5 2.0 0 2 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 0.4 0.4
6 0 ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 0.6 0 0 0 1.15 -0.6 1.15
9 0 ☓ 0.0 0.0 0 0 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 -0.6 -0.6
10 0 ○ 0.0 3.5 0 3.5 0.8 0.4 0 0 0 -0.4 2.4 2.4
10 1 ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 1.15 1.15
8 1 ☓ 0.0 0.0 0 0 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 -0.6 -0.6
0 2 ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 1.15 1.15
0 3 ☓ 0.0 3.5 0 0 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 -0.6 -0.6
3 3 ☓ 0.0 0.0 0 0 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 -0.6 -0.6
5 3 ☓ 0.0 2.0 0 2 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 0.4 0.4
10 3 ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 1.15 1.15
0 4 ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 1.15 1.15
3 4 ☓ 0.0 2.0 0 2 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 0.4 0.4
5 4 ☓ 0.0 0.0 0 0 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 -0.6 -0.6
10 4 ☓ 0.0 3.5 0 0 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 -0.6 -0.6
5 5 ☓ 0.0 2.0 0 2 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 0.4 0.4
10 5 ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 1.15 1.15
0 6 ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 1.15 1.15
10 6 ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 1.15 1.15
0 7 ○ 0.0 3.5 0 3.5 0.8 0.4 0 0 0 -0.4 2.4 2.4
1 7 ☓ 0.0 0.0 0 0 0.5 0.6 0 0 0 -0.6 -0.6 -0.6
2 7 ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 0.6 0 0 0 1.15 -0.6 1.15
3 7 ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 0.6 0 0 0 1.15 -0.6 1.15
5 7 ☓ 3.5 2.0 3.5 2 0.5 0.6 0 0 0 1.15 0.4 1.15
7 7 ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 0.6 0 0 0 1.15 -0.6 1.15
9 7 ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 0.6 0 0 0 1.15 -0.6 1.15
10 7 ○ 3.5 3.5 3.5 3.5 0.8 0.4 0 0 0 2.4 2.4 2.4
0 0 ○ ○ 3.5 3.5 3.5 3.5 0.8 1.0 3.5 3.5 0.8 4.6 4.6 4.6
1 0 ☓ ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 1.6 3.5 0 0.5 1.9 -1.6 1.9
3 0 ☓ ☓ 3.5 2.0 3.5 2 0.5 1.6 3.5 0 0.5 1.9 -0.6 1.9
5 0 ☓ ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 1.6 0 2 0.5 0.15 -0.6 0.15
6 0 ☓ ☓ 3.5 0.0 3.5 0 0.5 1.6 3.5 0 0.5 1.9 -1.6 1.9
10 0 ○ ○ 3.5 3.5 3.5 3.5 0.8 1.0 0 3.5 0.8 1.8 4.6 4.6
0 1 ☓ - 0.0 3.5 0 3.5 0.5 1.6 0 0 0 -1.6 0.15 0.15
3 1 ☓ - 0.0 2.0 0 2 0.5 1.6 0 0 0 -1.6 -0.6 -0.6
0 2 ☓ ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 1.6 0 3.5 0.5 -1.6 1.9 1.9
0 3 ☓ ☓ 2.0 3.5 2 0 0.5 1.6 0 0 0.5 -0.6 -1.6 -0.6
2 3 ☓ - 2.0 0.0 2 0 0.5 1.6 0 0 0 -0.6 -1.6 -0.6
10 3 ☓ ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 1.6 0 3.5 0.5 -1.6 1.9 1.9
0 4 ☓ ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 1.6 0 3.5 0.5 -1.6 1.9 1.9
3 4 ☓ ☓ 2.0 0.0 2 0 0.5 1.6 0 2 0.5 -0.6 -0.6 -0.6
6 4 ☓ - 2.0 0.0 2 0 0.5 1.6 0 0 0 -0.6 -1.6 -0.6
7 4 ☓ - 2.0 0.0 2 0 0.5 1.6 0 0 0 -0.6 -1.6 -0.6
9 4 ☓ - 2.0 0.0 2 0 0.5 1.6 0 0 0 -0.6 -1.6 -0.6
3 5 ☓ - 0.0 0.0 0 0 0.5 1.6 0 0 0 -1.6 -1.6 -1.6
5 5 ☓ ☓ 0.0 2.0 0 2 0.5 1.6 0 2 0.5 -1.6 0.4 0.4
10 5 ☓ ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 1.6 0 3.5 0.5 -1.6 1.9 1.9
10 6 ☓ ☓ 0.0 3.5 0 3.5 0.5 1.6 0 3.5 0.5 -1.6 1.9 1.9
0 7 ○ ○ 3.5 3.5 3.5 3.5 0.8 1.0 0 3.5 0.8 1.8 4.6 4.6
2 7 ☓ - 3.5 0.0 3.5 0 0.5 1.6 0 0 0 0.15 -1.6 0.15
5 7 ☓ - 3.5 2.0 3.5 2 0.5 1.6 0 0 0 0.15 -0.6 0.15
7 7 ☓ - 3.5 0.0 3.5 0 0.5 1.6 0 0 0 0.15 -1.6 0.15
8 7 ☓ - 3.5 0.0 3.5 0 0.5 1.6 0 0 0 0.15 -1.6 0.15
9 7 ☓ - 3.5 0.0 3.5 0 0.5 1.6 0 0 0 0.15 -1.6 0.15
10 7 ○ - 3.5 3.5 3.5 3.5 0.8 1.0 0 0 0 1.8 1.8 1.8

1st floor

B2 N(x) N(y) N

2nd floor

floor

maximum shear wall
multiplier of attatched the

column
A1(x) A1(y) B1 L A2(x) A2(y)

column position
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N value necessary strength（kN） specification of joint

～0.0 0.0 short tenon or Kasugai staple
～0.65 3.4 long tenon with Komisen pin or corner plate(CP-L)
～1.0 5.1 corner plate(CP-T) or V-shape plate(VP)
～1.4 7.5 strap bolt or strip plate(without screw-nail)
～1.6 8.5 strap bolt or strip plate(with screw-nail)
～1.8 10.0 hold-down connector(HD-B10 or S-HD10）
～2.8 15.0 　　　　〃　　（HD-B15 or S-HD15）
～3.7 20.0 　　　　〃　　（HD-B20 or S-HD20）
～4.7 25.0 　　　　〃　　（HD-B25 or S-HD25）
～5.6 30.0 　　　　〃　　（HD-B15 or S-HD15）×2
5.6～ N×5.3

Table 5.12 Specification of column base joint for N value 
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5.5 生物劣化が生じた場合の残存耐力の評価 

5.5.1 生物劣化による耐力低下の設定  

品確法の等級 1 に相当する初期設計を行ったモデルプランを対象に，生物劣化が

生じた場合に耐震性能がどのように変化するのかについて検討を行った。  

一般に，木材腐朽菌による生物劣化は，住宅の中でも水廻りの部分に発生すると

考えられる 101)ため，腐朽によって 1 階の浴室，台所，洗面所の壁の耐力が低下した

場合を想定した。劣化レベル 1 として，該当する壁の壁倍率が 1/2 に低下した場合，

レベル 2 として同じく 1/3 に低下した場合の試算を行った。劣化発生範囲と対応する

耐力壁を Fig. 5.4 に示す。 

また，柱脚接合部についても，壁倍率の低下と同様に劣化レベル 1 で 1/2，レベル

2 で 1/3 に耐力が低下したと仮定した。なお金物を用いた接合であれば，第 2 章の

Fig. 2.17 で示したように，健全な主材のピロディンの平均打込み深さが 12.2mm，

大耐力が 1.69kN であり， 大耐力が 1/2 に低下した場合は打込み深さが 18.5mm，

1/3 に低下した場合は 23.5mm に相当する。 

柱脚接合部は，耐力が 10kN 以下の場合は，柱と土台とを金物で接合する仕様のた

め，柱と土台どちらか一方だけでも腐朽が発生した場合は耐力が大きく低下すると

考えられる。これに対して，10kN を上回る耐力を確保するためには，柱に固定した

ホールダウン金物を基礎に打ち込んだアンカーボルトに緊結する接合方法をとる必

要がある。このため，腐朽が土台材に発生した場合でも，柱が健全であれば柱脚接

合部の引抜き耐力はそれほど低下しないと考えられる。 
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5.5.2 残存壁量の算定と検証  

各劣化レベルについて，初期設計と同様に存在壁量，四分割法による壁配置の確

認，偏心率について検証した。 

Table 5.13 に劣化レベルごとの存在壁量と等級 1 での必要壁量に対する充足率を

示す。1 階 Y 方向の充足率が健全時には 1.13 であったのに対し，劣化レベル 1 では

0.89，レベル 2 で 0.78 となり，1.0 を下回る結果となった。このため劣化レベル 1

であっても耐震性能は不足する危険性があると判断される。 

 

 

Table 5.13 Verification of fill rate of shear wall length. 

control ① ②

49.14 49.14 49.14
fill rate 2.21 2.21 2.21

judgement OK OK OK
42.77 37.54 33.56

fill rate 1.56 1.37 1.22
judgement OK OK OK

40.04 40.04 40.04
fill rate 1.80 1.80 1.80

judgement OK OK OK
30.94 24.57 21.39

fill rate 1.13 0.89 0.78
judgement OK NG NG

Y

2nd floor 22.19

1st floor 27.46

demanded wall lengh
existing shear wall length

X

2nd floor 22.19

1st floor 27.46

direction floor

Fig. 5.4 Degraded place and corresponding shear walls. 
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5.5.3 耐力壁配置のバランスの検証  

続いて，4 分割法による壁配置の検証結果を Table 5.14 に示す。 

これをみると，存在壁量と同様に，1 階の Y 方向で西側の充足率が健全時には

1.86 であったのに対し，劣化レベル 1 では 0.93 となり 1.0 を下回っていた。ただし

東西の壁率比が 0.5 を上回っていることは確認された。一方，劣化レベル 2 では充足

率は 0.46，壁率比も 0.25 となり，さらに，Table 5.15 に示した偏心率の計算結果を

みると，1 階 Y 方向では 0.386 となり 0.3 を上回っていたことから，劣化レベル 2 で

は耐力壁配置のバランスが失われていることが確認された。 

 

 

 

 

Table 5.14 Verification of shear wall placement by four-division 

control
14.56 14.56 14.56

fill rate 2.63 2.63 2.63
judgement OK OK OK

15.93 15.93 15.93
fill rate 2.87 2.87 2.87

judgement OK OK OK
19.11 15.93 14.33

fill rate 2.78 2.32 2.09
judgement OK OK OK

12.74 11.15 10.35
fill rate 1.86 1.62 1.51

judgement OK OK OK
12.74 12.74 12.74

fill rate 1.86 1.86 1.86
judgement OK OK OK

12.74 12.74 12.74
fill rate 2.30 2.30 2.30

judgement OK OK OK
12.74 6.37 wall rate ratio 3.19 wall rate ratio

fill rate 1.86 0.93 0.50 0.46 0.25
judgement OK NG OK NG NG

12.74 12.74 12.74
fill rate 1.86 1.86 1.86

judgement OK OK OK

degraded level ① degraded level ②

X

2nd floor

north 5.55

southern 5.55

1st floor

north 6.87

southern 6.87

Y

2nd floor

west 6.87

east 5.55

1st floor

west 6.87

east

existing wall length

6.87

direction floor end part
required wall

length
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5.5.4 柱脚接合部の残存引抜き耐力の検証  

次に柱脚接合部の引抜き耐力について計算した結果を Table 5.16 に示す。ここでは

1 階の劣化した耐力壁に取り付いている柱のみを記載した。また劣化レベルごとの 1

階の剛心の位置および柱脚引き抜き耐力が不足した柱の位置を Fig. 5.5 に示す。 

Table 5.16 に示す通り，耐力壁の耐力の低下によって，柱脚接合部に発生する引抜

き力は変化するが，同時に柱脚接合部の耐力も低下しているため，両者のバランス

によっては，柱脚接合部の耐力が不足する危険性がある。例えば左隅（X=0,Y＝0）

の柱には，健全時には 24.5kN の引抜き力が発生するため，初期設計では耐力 25kN

のホールダウン金物を取り付けると判定される。しかし，劣化レベル 1 の腐朽に

よって壁の耐力が 1/2 に低下した時の引抜き力を再度 N 値計算で求めると 17.1kN

となり，元の耐力の 1/2 である 12.25kN を上回っている。これは 1 階の柱の引抜き

力はその柱が取り付いている壁の耐力だけでなく，上階の壁の耐力によっても影響

を受けるためであり，柱の引抜き力は壁の耐力に必ずしも比例するわけでないこと

が分かる。一方，柱脚接合部の耐力は，劣化レベル 1 の腐朽によってもとの 1/2 に低

下すると仮定しているため耐力は 12.5kN となり，残存耐力が不足していると判断さ

れる。また，NG に判定された柱脚接合部の初期設計時の（許容引抜き耐力／存在引

re e Re re e Re re e Re
421.89 -9.27 0.022 436.78 -9.27 0.021 462.59 -9.27 0.020

OK OK OK
445.08 51.31 0.115 414.15 45.50 0.110 388.16 45.50 0.117

OK OK OK
467.38 -24.82 0.053 483.88 -24.82 0.051 512.47 -24.82 0.048

OK OK OK
523.30 -10.71 0.020 511.91 104.48 0.204 486.23 187.81 0.386

OK OK NG

Y

direction floor

X
2nd floor

1st floor

2nd floor

1st floor

control degraded level ① degraded level ②

Table 5.15 Check of eccentricity of wall placement. 
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抜き力）は 25.0/24.6=1.02 であり，もともと余裕がほとんどない設計となっている

ことも残存耐力が不足する要因と考えられる。そこで劣化レベル 1 の状態で存在引

抜き力 17.1 を上回るよう初期設計時に必要な引抜き耐力を逆算してみると 17.1×2

＝34.2kN となる。これは本来必要な耐力の 34.2/24.6＝1.39 倍である。同様に劣化

レベル 2 について逆算すると 13.4×3/24.6=1.63 倍となる。したがって，腐朽が生じ

る可能性がある柱脚の接合部は，本来必要とされる耐力の少なくとも 1.5 倍程度の許

容耐力を有するよう金物を選択することによって，柱脚の引抜きによる倒壊は防ぐ

ことが可能となると考えられる。 

このように，生物劣化が生じることによって耐力壁の壁量，壁配置のバランスお

よび柱脚接合部の引抜き耐力が低下し，初期設計では担保されていた耐震性能が失

われる危険性がある。特に柱脚接合部は耐力壁自体の耐力低下よりも大きく低下す

る可能性があり，大地震時の建物倒壊につながる危険もあることから，初期設計の

段階で耐力に余裕をもたせることが望ましい。 

 

 

  

Table 5.16 Strength of column base joints 

Legend ： T ： Pulling out force （ kN ）， P ： Pulling out strength of 

column base joint（kN）. 

X Y T0 P0 P0/T0 Td1 Pd1 Pd1/Td1 judgement Td2 Pd2 Pd2/Td2 judgement

0 0 24.6 25.0 1.02 17.1 12.5 0.73 NG 13.4 8.2 0.61 NG
1 0 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.1 3.4 1.08 OK
0 1 0.8 3.4 4.24 0.0 1.7 ∞ OK 0.0 0.3 ∞ OK
0 2 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.1 3.4 1.08 OK
0 3 0.0 0.0 ∞ 0.0 0.0 ∞ OK 0.0 0.0 ∞ OK
2 3 0.0 0.0 ∞ 0.0 0.0 ∞ OK 0.0 0.0 ∞ OK
0 4 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.1 3.4 1.08 OK
0 6 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.1 3.4 1.08 OK
0 7 24.6 25.0 1.02 17.1 12.5 0.73 NG 13.4 8.2 0.61 NG
2 7 0.8 3.4 4.24 0.0 1.7 ∞ OK 0.0 0.3 ∞ OK

column position control degraded lelel ① degraded lelel ②
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Fig. 5.5 Degraded shear wall placement and position of columns of 

insufficient strength of base joint. 

Legend： :3.5 of shear wall multiplier， ：2.0， :1.75， ：0.88 

▲：center of figure 

☓：center of rigidity 

 ：column of insufficient strength of base joint 
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5.6 初期設計時の耐震等級が残存耐力に及ぼす影響 

5.6.1 長期優良住宅の耐震性能  

前節で示したように，品確法の耐震等級 1 に相当する性能を満足するよう初期設

計を行っても，生物劣化によって壁や柱脚接合部の耐力が低下すると，残存耐力は

耐震等級 1 を満たすことができなくなる場合がある。一方，長期優良住宅では耐震

等級 2 の性能が求められており，耐震等級 1 の 1.25 倍の耐震性能を有するよう設計

されている。このことは，単に基準法レベルの 1.25 倍の地震力に耐えられるという

ことだけではなく，生物劣化が生じて耐震性能が低下した場合でも，残存耐力が少

なくとも等級 1，すなわち建築基準法レベルの性能を維持できる効果があると考えら

れる。そこで本節では，長期優良住宅に相当するように耐震等級を高めて初期設計

を行った場合に，前節と同様な生物劣化が生じた場合の残存耐力がどのように変化

するのかについて検討を行った。 

5.6.2 長期優良住宅の初期設計  

長期優良住宅が要求する耐震等級 2 の性能を満たすためには，壁量を等級 1 の

1.25 以上に増加させる必要がある。そのためには，等級 1 を満たすよう設計された

平面プラン（以下，TypeⅠ）に新たに耐力壁を追加するか，もしくは TypeⅠでの耐

力壁の配置はそのままでいくつかの壁の仕様を高倍率なものに変更する必要がある。

TypeⅠにおいては，2 階はすでに等級 2 の性能を満たしていることから，ここでは 1

階を対象に壁倍率を増加させる検討を行った。まず TypeⅡA では，Fig. 5.6 で破線

で囲われた耐力壁（壁倍率 2.0）を追加した。いっぽう TypeⅡB では，Fig. 5.7 の破

線で囲われた壁を倍率 5.0 の仕様に変更した。それぞれの壁量および壁配置の検証結

果を Table 5.16～17 に示す。 

その結果，TypeⅡA と TypeⅡB は，X 方向，Y 方向ともに壁量が等しい設計であ

り，Table 5.18 に示すように，その存在壁量は等級 2 の要求壁量を上回り，等級 3

を下回っていることが確認された。ただし TypeⅡA と TypeⅡB とで偏心率は異なり，
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また壁倍率の違いに伴い柱脚接合部の仕様が異なっている。特に TypeⅡB の倍率

5.0 の耐力壁のうち出隅の柱については存在引抜き力が 31kN と計算されたことから，

引抜き耐力 20kN のホールダウン金物を 2 つ使用して耐力 40kN という高耐力な仕

様になっている。 

 

 

 

 

Fig. 5.7 Alignment of shear walls in Type ⅡB. 

Legend：  ：3.5 of shear wall multiplier， ：2.0， ：5.0 

Fig. 5.6 Alignment of shear walls in Type ⅡA. 
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Table 5.18 Comparison of required shear wall length and existing 
shear wall length in TypeⅡA and ⅡB. 

existing shear
wall length

(m)
required shear

wall length
judgement

required shear
wall length

judgement
required shear

wall length
judgement

seismic 27.5 34.3 41.6

wind 15.9 19.1 -

seismic 27.5 34.3 41.6

wind 28.3 33.9 -

directionfloor

42.8

36.4

X

Y

1

grade 1 grade 2 grade 3

OK

OK

OK

OK

OK

NG

Table 5.16 Total length of existing shear wall of Type ⅡA. 

floor direction multiplier length

3.5 × 9.10 m ＝ 31.9 m

2.0 × 5.46 m ＝ 10.9 m

42.8 m

3.5 × 7.28 m ＝ 25.5 m

2.0 × 5.46 m ＝ 10.9 m

36.4 m

X

total of shear wall length

total of shear wall length

1st floor

Y

Table 5.17 Total length of existing shear wall of Type ⅡB. 

floor direction multiplier length

3.5 × 9.10 m ＝ 31.9 m

2.0 × 5.46 m ＝ 10.9 m

42.8 m

3.5 × 3.64 m ＝ 12.7 m

2.0 × 2.73 m ＝ 5.5 m

5.0 × 3.64 m ＝ 18.2 m

36.4 m

1st floor

Y

total of shear wall length

X

total of shear wall length
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5.6.3 長期優良住宅に生物劣化が生じた場合の残存耐力の評価  

前章と同様に，Fig. 5.8 のように水廻りの部分に腐朽が発生したと仮定して，耐力

壁の耐力および柱脚接合部の耐力が 1/2，1/3 に低下した場合の残存耐力を検証した。

TypeⅡA での検証結果を Table 5.19～22 に，TypeⅡB での検証結果を Table 5.23～

26 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Legend：  ：degraded shear wall 

Fig. 5.8 Placement of degrade shear wall 

Type ⅡA Type ⅡB 
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Table 5.21 Balance check by eccentricity for Type ⅡA. 

re e Re re e Re re e Re
448.65 51.31 0.114 425.78 45.50 0.107 410.35 45.50 0.111

OK OK OK
486.32 -36.40 0.075 476.04 52.39 0.110 458.79 112.59 0.245

OK OK OK

1st floor
X

Y

floor direction
control degraded level ① degraded level ②

Table 5.20 Balance check by four-division method for Type ⅡA. 

control
19.11 15.93 14.33

fill rate 2.78 2.32 2.09
judgement OK OK OK

12.74 11.15 10.35
fill rate 1.86 1.62 1.51

judgement OK OK OK
12.74 6.37 wall rate ratio 3.19 wall rate ratio

fill rate 1.86 0.93 0.50 0.46 0.25
judgement OK NG OK NG NG

12.74 12.74 12.74
fill rate 1.86 1.86 1.86

judgement OK OK OK

existing wall length (m)

1st floor

X

north 6.87

southern 6.87

Y

west 6.87

east 6.87

degraded level ① degraded level ②
floor direction end part

required wall
length (m)

Table 5.19 Total length of shear wall of TypeⅡA. 

control degraded level ① degraded level ②
42.77 37.54 33.56

fill rate 1.56 1.37 1.22
judgement OK OK OK

36.40 30.03 26.85
fill rate 1.33 1.09 0.98

judgement OK OK NG

27.46

X

Y

1st floor

directionfloor demanded wall lengh
existing wall length

27.46

Table 5.22 Strength of column base joint for Type ⅡA. 

X Y T0 P0 P0/T0 Td1 Pd1 Pd1/Td1 judgement Td2 Pd2 Pd2/Td2 judgement

0 0 24.6 25.0 1.02 17.1 12.5 0.73 NG 13.4 8.3 0.62 NG
1 0 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.1 5.0 1.59 OK
0 1 0.8 3.4 4.24 0.0 1.7 ∞ OK 0.0 1.1 ∞ OK
0 2 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.1 5.0 1.59 OK
0 3 0.0 0.0 ∞ 0.0 0.0 ∞ OK 0.0 0.0 ∞ OK
2 3 0.0 0.0 ∞ 0.0 0.0 ∞ OK 0.0 0.0 ∞ OK
0 4 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.1 5.0 1.59 OK
0 6 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.1 5.0 1.59 OK
0 7 24.6 25.0 1.02 17.1 12.5 0.73 NG 13.4 8.3 0.62 NG
2 7 0.8 3.4 4.24 0.0 1.7 ∞ OK 0.0 1.1 ∞ OK

controlcolumn position degraded lelel ① degraded lelel ②
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Table 5.19 をみると，耐震等級 2 を満足するよう耐力壁を追加することによって，

劣化レベル 1 であれば，残存壁量は基準法レベルの等級 1 を上回っている。一方，

耐力壁の配置のバランスについては，4 分割法による評価では TypeⅡA は等級 1 の

TypeⅠと同じ結果となっている。これは 4 分割法で対象としている範囲の壁量はい

ずれも同じであるためである。これに対して，偏心率での評価をみると，TypeⅡA

は劣化レベル 3 であっても 0.3 を下回っており，TypeⅠよりも耐力壁配置のバラン

スは向上していることが確認された。 

続いて柱脚接合部に生じる引抜き力についてみると，出隅の柱 2 本は等級 1 の場

合と同じく耐力が不足したままであった。これは，等級を上げるために追加した耐

力壁が，腐朽が生じた耐力壁には何ら影響を及ぼさないためである。したがって，

腐朽した柱脚接合部の耐力不足を解消するためには，腐朽が生じる耐力壁および柱

脚接合部を改善する必要がある。 

次に TypeⅡB についての検証結果を Table 5.23～26 に示す。 
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control degraded level ① degraded level ②
42.77 40.95 37.17

fill rate 1.56 1.49 1.35
judgement OK OK OK

36.40 27.30 24.28
fill rate 1.33 0.99 0.88

judgement OK NG NG

directionfloor demanded wall lengh
existing wall length

27.46

27.46

X

Y

1st floor

Table 5.23 Total length of shear wall of TypeⅡB. 

Table 5.25 Balance check by eccentricity for Type ⅡB. 

re e Re re e Re re e Re
468.53 51.31 0.110 446.02 48.93 0.110 426.45 47.94 0.112

OK OK OK
507.87 -77.35 0.152 513.41 48.53 0.095 504.57 111.19 0.220

OK OK OK

1st floor
X

Y

floor direction
control degraded level ① degraded level ②

Table 5.24 Balance check by four-division method for Type ⅡB. 

control
19.11 12.74 12.74

fill rate 2.78 1.86 1.86
judgement OK OK OK

12.74 9.56 9.56
fill rate 1.86 1.39 1.39

judgement OK OK OK
18.20 9.10 wall rate ratio 6.08 wall rate ratio

fill rate 2.65 1.33 0.71 0.89 0.48
judgement OK OK OK NG NG

12.74 12.74 12.74
fill rate 1.86 1.86 1.86

judgement OK OK OK

existing wall length (m)

1st floor

X

north 6.87

southern 6.87

Y

west 6.87

east 6.87

degraded level ① degraded level ②
floor direction end part

required wall
length (m)

Table 5.26 Strength of column base joint for Type ⅡB. 

X Y T0 P0 P0/T0 Td1 Pd1 Pd1/Td1 judgement Td2 Pd2 Pd2/Td2 judgement

0 0 31.0 40.0 1.29 20.3 20.0 0.98 NG 16.8 13.3 0.79 NG
1 0 10.2 15.0 1.48 5.5 7.5 1.37 OK 3.9 5.0 1.27 OK
0 1 4.8 5.1 1.06 0.0 2.6 ∞ OK 0.0 1.7 ∞ OK
0 2 14.2 15.0 1.06 7.5 7.5 1.00 OK 5.3 5.0 0.95 NG
0 3 0.0 0.0 ∞ 0.0 0.0 ∞ OK 0.0 0.0 ∞ OK
2 3 0.0 0.0 ∞ 0.0 0.0 ∞ OK 0.0 0.0 ∞ OK
0 4 14.2 15.0 1.06 7.5 7.5 1.00 OK 5.3 5.0 0.95 NG
0 6 14.2 15.0 1.06 7.5 7.5 1.00 OK 5.3 5.0 0.95 NG
0 7 31.0 40.0 1.29 20.3 20.0 0.98 NG 16.8 13.3 0.79 NG
2 7 0.8 3.4 4.24 0.0 1.7 ∞ OK 0.0 1.1 ∞ OK

controlcolumn position degraded lelel ① degraded lelel ②
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この場合，劣化レベル 1 で充足率は 0.99 となり，等級 1 の耐震性能を満たすこと

ができなくなってしまっている。このように壁倍率が大きいほど，腐朽が生じたと

きに壁量の減少が大きく，このため全体の性能に及ぼす影響は大きいことが窺える。  

一方，壁配置のバランスは TypeⅡA よりも向上しており，劣化レベル 1 であれば

4 分割法での評価においても必要な壁量を満足していることが確認できた。 

これに対して，柱脚接合部の残存耐力は，劣化レベル 1 の場合は，西側出隅の柱 2

本は TypeⅡB でも NG の判定となったが，残存引き抜き耐力は存在引抜き力にわず

かに足りない程度であり，残存率は TypeⅡA を上回ると判断された。しかし劣化レ

ベル 2 になると出隅の柱の充足率は TypeⅡA と同程度に低下したのに加えて，腐朽

した西側外壁の柱脚のほとんどが充足率 1.0 を下回っていた。これは，先にも述べた

ように，柱脚に生じる引抜き力が，耐力壁自体の耐力に比例するわけでは無いため

と考えられる。特に出隅の柱は存在引抜き力 31kN に対して引抜き耐力 40kN となる

よう，1.3 倍の余裕をもった仕様で初期設計されていたにも関わらず残存耐力は不足

した。先ほどと同様に劣化レベル 2 でも残存耐力が存在引抜き力を上回るよう逆算

してみると，初期設計の段階で必要な耐力は 16.8×3＝50.4 となる。これは本来必要

な耐力の 50.4/31.0＝1.63 倍である。このように高耐力な壁が腐朽すると，柱脚接合

部の耐力が不足する傾向が認められるため，より余裕度をもたせて接合部を設計す

る必要がある。 

以上の検証結果を総合すると，耐震等級を上げるために壁量を増やすにあたり，

新たに耐力壁を追加することによって腐朽後も壁量を確保しやすいが，壁配置の偏

心や腐朽した耐力壁の柱脚接合部の残存耐力不足を解消するには至らない。一方，

腐朽が生じる可能性がある耐力壁の仕様を高倍率なものに変更することによって壁

量を増やすことは，腐朽後の壁配置のバランスを維持する点では効果があるが，逆

に腐朽後の柱の引抜き耐力が不足しやすいため，終局的には建物の倒壊を引き起こ
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す危険性がある。改善案として，腐朽が生じにくい箇所に新たに耐力壁を追加する

ことによって壁量を増やすとともに，腐朽が予想される耐力壁の柱脚の接合部を，N

値計算で求められる耐力の 1.5 倍程度の仕様にする方法が考えられる。これによって，

腐朽後の耐震性能を基準法レベルで維持することが可能となろう。 
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5.5 小括 

本章では，2 階建て木造住宅のモデルプランを用いて，壁量計算によって積雪地の

基準法レベルに相当する品確法の等級 1 を満たす初期設計を行うとともに，耐力壁

および柱脚接合部の耐力が低下した場合の残存耐力評価を行った。その結果，台所

や浴室周辺の耐力壁が腐朽によって 1/2 の耐力に低下したと仮定した場合，壁倍率に

基づく残存耐力は 1.0 を下回る結果となった。また出隅の柱の残存引抜き耐力も，壁

の耐力の低下によって存在引抜き力が減少するにも関わらず接合耐力はそれを上

回って低下し，残存耐力が不足する危険性が示された。さらに耐力が 1/3 に低下した

と仮定した場合は，残存壁量や出隅の柱の残存引抜き耐力もレベル 1 よりもさらに

低下した。また耐力壁の配置のバランスも損なわれていた。このように，初期設計

では構造性能が十分であっても，生物劣化によって耐力壁や柱脚接合部の耐力が低

下し，耐震性能が不十分になる危険性が明らかになった。  

一方，長期優良住宅に相当する耐震等級 2 の仕様とすることによって，腐朽が生

じた後も基準法レベルの耐力を維持できる可能性が示された。ただし単純に壁量を

増やすだけではなく，腐朽後の耐力壁配置のバランスの確保や，柱脚接合部が先行

して破壊しないよう接合耐力に余裕を持たせて設計することが必要である。  
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第 6 章 総括 

本研究では，木造住宅を始めとする木質構造物の耐震安全性を確保することを目

的に，木材や木質面材料の生物劣化が，木造住宅を始めとする木質構造物の耐震性

能に及ぼす影響についての検討を行った。以下，各章の概略を述べる。 

第 1 章では，研究の背景および目的を示すとともに，既往の研究と本研究の位置

付けを示した。 

第 2 章では，まず木材自体の腐朽と強度の関係を把握するために，代表的な木材

腐朽菌を用いて実験室で強制的に腐朽させたトドマツ材の圧縮試験を実施し，腐朽

期間や質量減少率と強度との関係を明らかにした。続いて釘接合部の腐朽と強度の

関係を把握するために，同様に腐朽させた鋼板添え板釘接合部の一面せん断試験を

行い，腐朽期間や主材の質量減少率と接合耐力との関係を調べた。その結果，腐朽

によって縦圧縮強度および釘接合せん断耐力は指数関数的に低下するが，腐朽初期

における両者の低下傾向は異なることが明らかとなった。そこで，木材の支圧強度

と釘の降伏強度をパラメータとするヨーロッパ型降伏理論に基づいて釘接合部の終

局せん断耐力を計算した結果，耐力の低下傾向は実験結果と比較的よく一致するこ

とが明らかとなった。また非破壊的指標であるピロディン打込み深さから木材の強

度を推定できることから，腐朽した釘接合部の終局せん断耐力を非破壊的に推定す

ることが可能であると示唆された。 

第 3 章では，構造用合板と構造用 MDF を側材とする釘接合を対象に，構造用木質

面材料の腐朽が釘接合部のせん断性能に及ぼす影響を調べるために，第 2 章と同様

の検討を行った。その結果，褐色腐朽菌であるオオウズラタケによって合板は著し

く腐朽し質量が大きく減少したものがあったのに対して，MDF は比較的高い耐朽性

を示し，同じ木質面材料であっても耐朽性には差異があることが認められた。また

腐朽処理によって主材・側材の強度が低下するとともに，釘接合部のせん断耐力も
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低下したが，腐朽処理初期の強度低下は含水率の上昇に起因すると考えられた。さ

らに，ヨーロッパ型降伏理論に基づき，木質面材料や主材の強度実測値を用いて推

定した釘接合の降伏せん断耐力や終局せん断耐力は実験値と比較的一致した。ただ

し，釘頭が木質面材料を貫通する場合の終局耐力は，MDF については現行の設計規

準に示されている補正比重や含水率を考慮した低減によって過小な評価となった。 

第 4 章では，生物劣化が耐力構面のせん断性能に及ぼす影響を検討することを目

的として，筋かい耐力壁および面材釘打ち構面を対象として，構面の一部が腐朽し

た場合の性能変化について検討を行った。 

筋かい耐力壁の場合はトラス構造として解析した結果，圧縮筋かいとして働く場

合は，健全時には筋かいの座屈によって耐力は決定されていたが，生物劣化によっ

て接合性能が低下したときは柱脚引き抜きによって壁の耐力は決定された。一方，

引張筋かいの場合の耐力は，健全時，腐朽時ともに柱脚引き抜きによって耐力は決

定されていた。また，その低下率は，接合部の耐力低下率と同じ比率であった。こ

れに対して，水平剛性は圧縮・引張筋かいとも劣化による剛性残存率はほぼ同じ値

を示した。ただし耐力の低下傾向と異なり，土台側の接合部剛性の低下率ほど水平

剛性は低下しない傾向が認められた。 

続いて，面材釘打ち構面の耐力や剛性は，力の釣合いにより面材の回転方向を決

める手法を用いて解析した。この手法は構面すべての釘接合部が同じすべり特性を

有する場合に有効であり，面材釘打ち床構面を対象とした面内せん断試験および釘

接合部のせん断試験結果を用いた解析結果から，上記推定手法が妥当であることを

検証した。この推定手法を用いて釘配置や釘接合部のせん断性能または木質面材料

の面内せん断剛性を変えた場合のせん断変形挙動のシミュレーションを行った結果，

一般的な仕様では木質面材料の面内せん断剛性の変化によってはそれほど壁の変形

性状は影響を受けず，釘配置や釘接合部のせん断性能のほうが大きく影響を及ぼす
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という解析結果が得られた。この結果を踏まえて，生物劣化が生じた面材釘打ち構

面のせん断性能は釘接合部の性能変化に大きく依存するとみなして考察を行った。

また構面の一部分のみに腐朽が生じた場合にも推定可能となるように上述した理論

を拡張し，異なるすべり特性を有する釘接合が混在する場合の耐力推定手法を導い

た。この推定手法を用いて，900×2700mm の面材張り耐力壁を対象に，釘接合せん

断性能が部分的に低下もしくは完全に性能が失われたとしてシミュレーションを

行った。その結果，土台材および両柱脚部の 90cm の範囲が腐朽した場合，柱頭柱脚

の接合がピン接合を維持したままであったと仮定しても，壁倍率は健全な場合の半

分程度にまで低下することが示された。 

第 5 章では，2 階建て木造住宅のモデルプランを用いて，生物劣化が木質構造物の

耐震性能に及ぼす影響について考察を行った。まず壁量計算によって品確法の等級 1

を満たす初期設計を行い，その後生物劣化によって耐力壁および柱脚接合部の耐力

が低下した場合の残存耐力評価を行った。その結果，台所や浴室周辺の耐力壁が腐

朽によって 1/2 の耐力に低下したと仮定した場合，壁倍率に基づく残存耐力は 1.0 を

下回る結果となった。また出隅の柱の残存引抜き耐力も，壁の耐力の低下によって

存在引抜き力が減少するにも関わらず接合耐力はそれを上回って低下し，残存耐力

が不足する危険性が示された。さらに耐力が 1/3 に低下したと仮定した場合は，残存

壁量や出隅の柱の残存引抜き耐力の更なる低下に加えて，耐力壁の配置のバランス

も損なわれていた。このように，初期設計では構造性能が十分であっても，生物劣

化によって耐力壁や柱脚接合部の耐力が低下し，耐震性能が不十分になる危険性が

明らかになった。 

一方，長期優良住宅に相当する耐震等級 2 の仕様とすることによって，劣化が生

じたあとの残存耐力は基準法レベルの耐力を維持できる可能性が示された。ただし

単純に壁量を増やすだけではなく，腐朽後の耐力壁配置のバランスの確保や，柱脚
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接合部が先行して破壊しないよう接合耐力に余裕を持たせて設計する必要性が確認

された。 

 

このように本研究では，腐朽が発生した木材や木質面材料の強度を非破壊的に評

価することによって，金物を用いた接合部または面材を釘打ちした接合部の耐力が

推定可能であること（第 2,3 章），これらの釘接合部の耐力が推定できれば，筋かい

壁や面材釘打ち壁に腐朽が生じた場合のせん断耐力も評価可能であること（第 4 章），

そして耐力壁の残存耐力が分かれば，木造住宅に生物劣化が発生した場合の耐震性

能を評価することが可能であること（第 5 章）を示した。すなわち，木造住宅の腐

朽箇所の木材強度を調べることによって，住宅全体の耐震性能が評価できる道筋を

示したと言えよう。 

一方で，本研究を進めていく中で，未だデータが不十分な部分，考察が不足して

いる部分がいくつか明らかになった。以下，今後の検討課題として取り上げるべき

項目を列挙する。 

【木材樹種と木材腐朽菌】 

本研究で用いた木材の樹種はトドマツのみである。実際に耐震診断や耐震補強が

必要となる既存木造住宅ではさまざまな樹種が使用されていることから，トドマツ

以外の樹種での同様なデータを蓄積することによって，本研究の成果が活用しやす

くなると考えられる。同様に本研究で用いた木材腐朽菌は，褐色腐朽菌であるオオ

ウズラタケと，白色腐朽菌であるカワラタケであるが，実際の住宅で確認されてい

る木材腐朽菌はナミダタケやイドタケなど多種多様である。菌種が異なることに

よって木材腐朽による質量減少と強度低下の関係も異なる可能性があることから，

今後は異なる菌種を用いた試験データを蓄積することによって，より腐朽診断の精

度を高めることが可能になると考えられる。 

【接合具】 



 

 

 

121 

 

 

第 2，3 章で実施した釘接合部試験では，加力方向を繊維平行方向のみとしており，

繊維直交方向や傾斜した場合にも本研究と同様な結果が得られるのかどうかについ

て検証が必要と考えられる。同様に，実験で取り上げた釘は CN50 のみであること

から，異なる種類の釘，そしてビスやボルト，ラグスクリューなど他の種類の接合

具を用いた場合についての試験データが蓄積されれば，より多様な木質構造物への

適用な可能となる。 

【木質面材料の非破壊的評価手法】 

釘接合部は，主材，側材，釘から構成される。第 2，3 章で示したように，それぞ

れの強度性能が分かれば，接合耐力の推定が可能となる。主材となる木材について

はピロディン打込み深さから強度を推定可能であることが示されており，今後は木

質面材料の非破壊的評価手法の開発が求められる。 

本研究で実施した実験結果の中では，木質面材料の含水率が高いほど質量減少率

も大きいという傾向が認められたが，実際の現場では必ずしもそうではなく，何ら

かの環境の変化によって腐朽が進行した後に含水率が低下するような場合もある。

したがって単純に含水率を指標とするのではなく，何かしらの物理量を測定する方

法が合理的と考えられる。なお釘自体の性能は生物劣化によっては変化しないが，

含水率によっては錆が発生する可能性もあることに注意が必要である。 

【実大壁での試験データ】 

第 4 章では，筋かい耐力壁や面材釘打ち構面を対象として解析手法の検討を行っ

てきた。特に面材釘打ち壁については構面の一部分にのみ腐朽が生じ釘接合耐力が

低下した場合にも適用可能となるよう，従来の手法を拡張した推定手法を提案した。

この手法の妥当性を実験で確認することによって，より構面の残存耐力の評価の信

頼性が向上すると考えられる。 

 

木質構造物の長寿命化を可能とするためには，まず木質部材の腐朽を生じさせな
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いような設計が重要であるとともに，維持管理が容易となるような設計も必要とな

る。しかし，腐朽の発生を完全に防ぐことは容易ではなく，使用期間が長くなるに

つれてその危険性は高まっていくと考えられる。不運にも腐朽が生じた場合でも，

どの程度耐力が低下するのか，残存している耐震性能は十分なのかどうか，補修や

補強が必要かどうかについての判断が必要となった際に，理論的な論拠に基づく知

見を有することも同程度に重要であると考えられる。本研究が，木造住宅の長寿命

化に少しでも寄与できれば幸いである。 
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